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第１章 計画策定の背景 

１ 計画の概要 
 

１－１ 計画策定の趣旨 

人権に関する問題は、女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題（部落差別）、

外国人、感染症患者等、性的マイノリティ、刑を終えて出所した人など多岐の

分野にわたり、さらにインターネットによる差別的発言や個人情報等にかか

わるプライバシーの侵害などの問題が発生しており、こうした問題について、

正しい知識を身につけて理解を深めることが大切です。 

平成 24 年（2012 年）3 月に策定した「人権教育・啓発に関する豊川市行動

計画」では、市民、事業者、行政が一体となって、家庭、地域、学校、職場な

どの市民がかかわるあらゆる場において、人権教育・啓発を進めてきました。 

この計画期間満了に伴い、これまでの取組を引き継ぎながら、新たな課題

の解決に向けて「第２次人権教育・啓発に関する豊川市行動計画（以下、「本

計画」という。）」を策定します。 

本計画は、人権が尊重され、一人ひとりの市民が明るく豊かな生活を営む

ことができることを目標として、国及び県の行動計画等の枠組みを踏まえて、

人権施策の総合的な展開の方向と、重要な課題とされている施策分野につい

ての指針を明らかにすることを目的としています。 

 

 

１－２ 計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度（2022 年度）から令和 13 年度（2031 年度）

までの 10 年間とします。 

また、施策の進捗状況や国・県の施策の動向、社会構造の変化等を踏まえ

て、必要に応じて計画の見直しを行います。 
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１－３ 計画の位置づけ 

本計画は、平成 12 年（2000 年）に施行された「人権教育及び人権啓発の

推進に関する法律」に基づく計画として策定するものです。 

平成 27 年（2015 年）の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が採択されました。この 2030 アジェンダは、先進国と開発

途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として採択され、その

中に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）*」として、17 のゴールと 169 のター

ゲットが設定されています。 

ＳＤＧｓ*は「誰一人として取り残さない」ことを理念として掲げており、17

のゴールの中には、「ジェンダー*平等を実現しよう」、「人や国の不平等をなく

そう」、「平和と公正をすべての人に」といった人権に関わるものが多く、人権

教育・啓発施策の推進がＳＤＧｓ*の目標達成に向けた取組の推進に資するも

のと考えられます。本計画においても、この「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）*」

を意識して様々な取組を進めていきます。 

 

 

図表 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・本計画書の中で、「＊」の印のある言葉については、用語解説 P87～P89 で意味を

説明しています 

 



 

3 

第１章 人権施策の背景 

２ 人権施策の動向 
 

 

２－１ 国際社会の動き 

昭和 23 年（1948 年）の国際連合（以下「国連」という。）において採択され

た「世界人権宣言」では、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である」としています。 

その後も国連は、「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」をはじ

め、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）」、「市民

的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）」、「女子に対するあらゆる形

態の差別の撤廃に関する条約」、「児童の権利に関する条約」など、人権に関す

る多くの条約・規約等を採択してきました。 

また、「国際婦人年」、「国際障害者年」、「国際高齢者年」など、重要なテーマ

ごとに国際年を定め、人権尊重と差別撤廃に向けた取組を展開しています。 

平成６年（1994 年）の国連総会では「人権教育のための国連 10 年」の決議

とその行動計画が採択され、人権教育は国際社会が協力して進めるべき基本的

課題であることが示されました。 

このほか、平成 18 年（2006 年）には「障害者の権利に関する条約」、平成

19 年（2007 年）には「先住民の権利に関する国際連合宣言」など、多様な人

権課題に対する国際法の整備が進められ、平成 23 年（2011 年）には、国連総

会において人権教育と研修に対するあらゆる取組を強化すべきというメッセ

ージである「人権教育及び研修に関する国連宣言」が採択されました。 

 

 

２－２ 国の動き 

 

我が国では、日本国憲法が掲げる基本的人権の尊重と保障の理念に基づき、

人権尊重への取組が進められてきました。国連加入後には、人権に関する数々

の条約が締結され、平成７年（1995 年）には「あらゆる形態の人種差別の撤廃

に関する国際条約（人種差別撤廃条約）」が批准され、内閣総理大臣を本部長と

する「人権教育のための国連 10 年推進本部」が設置されました。 

平成９年（1997 年）には「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内行動
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計画」が策定され、人権教育の積極的推進を図り、国際的視野に立って、一人

ひとりの人権が尊重される真に豊かでゆとりある人権国家の実現を目指すと

しています。また、この計画では、人権教育の重要課題として女性、子ども、

高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ 感染者等、刑を終

えて出所した人などが示されています。 

平成 12 年（2000 年）には「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が

施行され、平成 14 年（2002 年）には同法に基づく「人権教育・啓発に関する

基本計画」が策定されました。この計画では、「人権が尊重され相互に共存しう

る平和で豊かな社会を実現するためには、国民一人一人の人権尊重の精神の涵

養を図ることが不可欠である」とされ、人権教育・人権啓発を総合的かつ計画

的に推進していくことが必要とされています。 

平成 25 年（2013 年）には「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（障害者総合支援法）」が成立し、これをもって「障害者の権利

に関する条約」の批准が承認されました。 

さらに、平成 28 年（2016 年）4 月には「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（障害者差別解消法）」、同年 6 月には「本邦外出身者に対する

不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ*

解消法）」、同年 12 月には「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解

消推進法）」が施行されました。 

 

 

２－３ 愛知県の動き 

 

平成７年（1995 年）に県議会において「あらゆる差別の撤廃に関する請願」

が採択されました。これを受け、県では、人権問題の解消のためには、行政を

はじめ県民一人ひとりが人権について正しい認識を持ち、粘り強く努力してい

くことが必要であるとの認識から、平成９年（1997 年）に「人権尊重の愛知県

を目指して」と題した宣言を、全国の自治体に先駆けて行いました。 

平成 11 年（1999 年）に人権に関する施策の総合的・効果的な推進を図るた

め、「愛知県人権施策推進本部」を設置し、平成 13 年（2001 年）には「人権教

育・啓発に関する愛知県行動計画」を策定しました。また、平成 14 年（2002

年）以降、５年ごとに、「人権に関する県民意識調査」を実施しています。平成

29 年（2017 年）に実施した「人権に関する県民意識調査」の結果やこれまで

の取組状況、社会情勢の変化などを踏まえ、平成 31 年（2019 年）3 月に改定

を行いました。 

 

  



 

5 

２－４ 豊川市の動き 

旧小坂井町においては「人権教育・啓発に関する小坂井町行動計画」（平成 18

年（2006 年）６月改訂）を策定していました。 

本市は、旧宝飯郡４町との合併後、平成 23 年（2011 年）に新市民憲章を制

定し、「次代へつなぐ共生のまち」として人権の尊さをうたっています。 

同年 4 月には「豊川市人権施策推進本部」を設置し、同年 7 月に実施した「豊

川市人権に関する市民意識調査」の結果や「人権教育・啓発に関する豊川市行

動計画等策定審議会」での審議を踏まえ、平成 24 年（2012 年）に、“市民みん

なの人権が尊重され、差別・偏見がなく暮らしやすい明るい豊川市”を基本理念

とする「人権教育・啓発に関する豊川市行動計画」を策定しました。 

平成 23 年（2011 年）以降、市民の人権に関する意識等を定期的に把握する

ため、「豊川市人権に関する市民意識調査」を継続して実施しています。 

 

 

平成 18 年（2006 年） 旧小坂井町「人権教育・啓発に関する小坂井町行動計画」改定 

平成 23 年（2011 年） 新市民憲章制定 

「豊川市人権に関する市民意識調査」実施 

平成 24 年（2012 年） 「人権教育・啓発に関する豊川市行動計画」策定 

平成 29 年（2017 年） 「豊川市人権に関する市民意識調査」実施 

令和２年（2020 年） 「豊川市人権に関する市民意識調査」実施 
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第１章 人権施策の背景 

３ 市民の人権意識 
 

３－１ 人権市民意識調査結果からみる市民の人権意識 

 

 （１）調査の経緯 

 

本市では、すべての人の人権が尊重される豊かな社会づくりを目指し、人権

教育・啓発の推進に取り組んでいます。そこで、市民の人権意識を把握し、人

権教育・啓発に関する施策を進めていくうえでの参考とするため、「豊川市人権

に関する市民意識調査（以下「人権市民意識調査」という。）」を実施していま

す。 

これまで、平成 23 年（2011 年）に「人権市民意識調査」（以下「平成 23 年

度調査」という。）を初めて実施し、平成 24 年（2012 年）に「人権教育・啓発

に関する豊川市行動計画」を策定しました。また、市民の考えや意見を把握し

てさらなる人権教育・啓発に関する施策を進めるため、平成 29 年（2017 年）

に２回目となる「人権市民意識調査」（以下「平成 29 年度調査」という。）を

実施しました。 

そして、「人権教育・啓発に関する豊川市行動計画」の 10 年間の期間満了に

伴う新たな計画の策定の際の基礎資料とするため、令和２年（2020 年）に３回

目となる「人権市民意識調査」（以下「令和２年度調査」という。）を実施しま

した。 

 

 

 
平成 23 年度 

（2011 年度）調査 

平成 29 年度 

（2017 年度）調査 

令和２年度 

（2020 年度）調査 

調査対象 
豊川市在住の 

20 歳以上の市民 
豊川市在住の 18 歳以上の市民 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査時期 平成 23 年７月 平成 29 年９月 令和２年９月 

配布数 4,000 票 2,000 票 2,000 票 

有効回収数（率） 1,503 票（37.6％） 1,116 票（55.8％） 1,287 票（64.4％） 

※次頁以降のグラフでは、各調査の回答数を「ｎ」で表しています。  
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40.6

42.8

40.1

14.5

14.2

14.7

34.3

33.7

35.7

9.8

7.4

7.8

0.8

1.8

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

そう思う そう思わない どちらともいえない わからない 無回答そう思う そう思わない どちらともいえない わからない 無回答

37.9

35.6

36.3

9.3

11.1

14.2

34.8

36.6

34.8

17.2

15.7

13.2

0.7

1.0

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

 （２）人権意識についての調査結果 

 

 ①日本の人権意識 

「今の日本は、基本的人権が尊重されている社会だと思いますか」という設問

では、３調査とも「そう思う」が約 40％、「そう思わない」が 14％台となってお

り、大きな変化はみられません。 

 

図表 日本の人権意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市民の人権意識 

「国民（市民）一人ひとりの人権意識は、10 年前に比べて高くなっていると思

いますか」という設問では、令和２年度調査では「高くなっている」が平成 29 年

度調査よりも若干多くなっています。 

 

図表 市民の人権意識 
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24.8

24.2

29.7

18.3

17.4

14.3

40.9

41.0

40.4

15.2

16.1

14.5

0.8

1.3

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

減っている 増えている どちらともいえない わからない 無回答減っている 増えている どちらともいえない わからない 無回答

14.1

15.6

15.8

71.0

70.9

69.4

13.4

12.0

12.9

1.4

1.5

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

ある ない わからない 無回答ある ない わからない 無回答

③人権侵害や差別の状況 

「日本社会における人権侵害や差別は、10 年前に比べて減っていると思います

か」という設問では、「増えている」が若干上昇傾向にあり、「どちらともいえな

い」が約 40％みられます。 

 

図表 人権侵害や差別の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④人権侵害の経験 

「あなたは、この 10 年程の間に、自分の人権が侵害されたと思ったことがあり

ますか」という設問では、３調査とも「ある」が 15％前後、「ない」が約 70％と

なっており、大きな変化はみられません。 

 

図表 人権侵害の経験 
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あらぬうわさや悪口、落書きなどで
名誉・信用を傷つけられたり侮辱されたりした

人種・信条・性別・社会的身分又は
門地を理由に差別された

地域や職場などにおいて仲間はずれや
いじめなど不当な扱いを受けた

学校において体罰やいじめなど
不当な扱いを受けた

家庭などで虐待やＤＶなど
不当な扱いを受けた

役所や医療機関、福祉施設などで
不当な扱いを受けた

個人情報やプライバシーを侵害された

セクシュアル・ハラスメントや
ストーカー行為を受けた

パワー・ハラスメント行為を受けた

ＳＮＳなどのインターネット上で
誹謗中傷を受けた

その他

無回答

34.1

11.0

34.1

9.9

8.2

12.6

18.1

12.1

38.5

6.0

4.4

0.5

32.2

9.8

29.9

6.3

6.9

13.2

24.1

10.9

28.7

6.9

1.7

29.0

13.4

36.1

6.7

10.5

13.9

22.7

10.1

32.4

8.8

0.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

R2年度調査

n=182

H29年度調査

n=174

H23年度調査

n=238

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
 □

※H29年度調査まで選択肢なし

⑤人権侵害された内容 

「あなたが自分の人権を侵害されたと思ったのは、どのような場合であったか

お聞かせください」という設問では、「あらぬうわさや悪口、落書きなどで名誉・

信用を傷つけられたり侮辱されたりした」、「セクシュアル・ハラスメント*やスト

ーカー行為を受けた」が若干上昇傾向にあります。また、平成 23 年度調査から令

和２年度調査にかけて、「個人情報やプライバシーを侵害された」は 4.6 ポイント

低下し、「パワー・ハラスメント*行為を受けた」は 6.1 ポイント上昇しています。 

 

図表 人権侵害された内容 
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黙って我慢する

相手に抗議する

身近な人に相談する

弁護士に相談する

法務局又は人権擁護委員に相談する

市役所に相談する

警察に相談する

その他

わからない

無回答

21.5

26.6

64.6

13.8

9.1

17.7

22.8

2.1

5.5

4.0

18.8

29.5

64.1

11.7

9.9

17.8

22.4

1.8

4.4

4.9

15.4

29.3

60.8

12.6

15.5

18.0

23.2

1.7

4.3

5.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
 □

⑥人権侵害への対応 

「もし自分の人権が侵害された場合、まずどのように対応しますか」という設

問では、「黙って我慢する」、「身近な人に相談する」が若干上昇傾向にあり、「法

務局又は人権擁護委員に相談する」が若干低下傾向にあります。「黙って我慢す

る」は、平成 29 年度調査・令和２年度調査では「市役所に相談する」、「弁護士に

相談する」、「法務局又は人権擁護委員に相談する」より割合が高くなっていま

す。 

 

図表 人権侵害への対応 
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女性の人権

子どもの人権

高齢者の人権

障害のある人の人権

同和地区の人の人権

外国人の人権

エイズ患者及びＨＩＶ(エイズウイルス)
感染者の人権

ハンセン病患者・元患者の人権

刑を終えて出所した人の人権

犯罪被害者の人権

インターネット(パソコンや携帯電話)
による人権侵害

ホームレスの人権

性同一性障害(身体的な性と心の性が一致しない者)
にかかる人権

性的指向(異性愛、同性愛、両性愛)
にかかる人権

その他

特にない

わからない

無回答

43.6

42.5

29.7

52.8

12.4

25.9

12.4

12.1

12.4

28.0

55.2

10.5

23.2

19.0

2.5

3.5

5.2

0.9

39.5

42.8

35.8

54.2

9.8

15.0

11.0

11.8

10.6

28.0

44.5

7.1

18.0

12.5

2.0

3.7

6.0

1.3

36.1

43.2

44.2

52.8

13.5

15.2

15.6

13.5

11.3

29.7

36.8

8.8

10.8

7.1

1.7

4.5

5.8

1.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
 □

⑦人権侵害にかかわる重要な問題 

「日本社会における人権にかかわる問題として、重要な問題は、どれだと思い

ますか」という設問では、「女性の人権」、「インターネットによる人権侵害」、「性

同一性障害にかかる人権」、「性的指向にかかる人権」が上昇傾向にあり、「外国人

の人権」も平成 29 年度調査から令和２年度調査にかけて 10 ポイント以上高くな

っています。このうち、「インターネットによる人権侵害」の上昇が特に大きく、

令和２年度調査では「障害のある人の人権」を上回って第１位となっています。

一方、「高齢者の人権」は低下傾向にあります。 

 

図表 人権侵害にかかわる重要な問題 
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人権教育・啓発推進法

ＤＶ(ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ)防止法

男女共同参画社会基本法

豊川市男女共同参画推進条例

児童虐待防止法

高齢者虐待防止法

障害者基本法

障害者虐待防止法、障害者差別解消法

部落差別解消法

ヘイトスピーチ解消法

ハンセン病問題基本法

犯罪被害者等基本法

ホームレス自立支援法

世界人権宣言

国際人権規約

人権教育のための国連10年

女子差別撤廃条約

児童の権利条約(子どもの権利条約)

水平社宣言

難民条約

その他

特にない

無回答

18.6

50.3

45.3

10.5

68.2

21.2

32.2

20.4

17.2

21.6

21.1

10.9

15.6

39.9

16.2

3.9

19.1

21.9

8.2

14.5

0.2

12.3

2.0

19.8

46.6

44.2

12.2

65.2

27.2

30.4

21.0

17.2

19.6

20.6

11.9

15.1

39.0

16.4

3.3

18.6

20.4

6.8

15.9

0.1

13.4

2.6

6.9

58.4

38.5

10.7

76.3

36.4

24.8

23.4

25.6

32.6

12.2

4.4

18.5

22.1

6.8

15.4

0.5

10.4

2.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

R2年度調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

H23年度調査

n=1,503

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
 □

⑧人権にかかわる宣言や条約の認知度 

「人権にかかわる宣言や条約、法律など、あなたが見聞きしたことのあるもの

はどれですか」という設問では、「男女共同参画社会基本法」、「障害者基本法」、

「世界人権宣言」が上昇傾向にあり、「高齢者虐待防止法」が低下傾向にありま

す。 

 

図表 人権にかかわる宣言や条約の認知度 
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 （３）今後の課題 

 

人権市民意識調査結果から令和２年度調査では、市民一人ひとりの人権意識

が 10 年前より「高くなっている」と思う人の割合が「低くなっている」と思

う人の割合の４倍以上となっています。しかしながら、今の日本の社会で基本

的人権が尊重されているかどうかについて「そう思う」人の割合も、人権侵害

の経験が「ない」人の割合も、この 10 年で大きく変化していません。むしろ

日本社会における人権侵害や差別は、10 年前に比べて「増えている」と思う人

の割合が高くなってきており、人権問題がその解消をみず、社会に根強く存在

している現状がうかがえます。 

人権侵害の内容としては、不当な中傷や侮辱、セクシュアル・ハラスメント*

やストーカー、パワー・ハラスメント*行為などと回答する割合が高くなってき

ています。こうした人権侵害への対応として「黙って我慢する」人の割合が約

２割であるものの高くなってきており、市役所・弁護士などへ相談する割合を

上回ってきていることから、人権にかかわる相談体制の一層の充実と周知が必

要であると考えられます。 

また、人権侵害にかかわる問題としては、女性の人権、インターネットによ

る人権侵害、性同一性障害にかかる人権、性的指向にかかる人権、外国人の人

権などが重要視されてきています。社会情勢の様々な変化の中で、身近な人権

侵害が表面化し、人権問題はより一層複雑化・多様化しています。 

本市の施策を進めるにあたっては、今後もあらゆる計画や施策を人権尊重の

視点を持って推進するとともに、人権意識の向上と人権施策の体系的・総合的

な取組を続けていくことが必要です。 
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第２章 計画の基本的な考え方 

１ 基本的な考え方 
 

１－１ 計画の基本理念 

本計画では基本理念を以下のように設定し、人権教育・啓発に取り組みます。 

 

 

市民みんなの人権が尊重され、差別、偏見がなく 

暮らしやすい明るい豊川市 
 

 

 

１－２ 基本的な考え方と姿勢 

①人権を尊重する意識の向上 

人権の大切さとそれを尊重すること、人権の意義や重要性について、市民

一人ひとりの心や考え方に定着するよう、人権教育・啓発を通じて人権につ

いての正しい理解を深め、人権を尊重する意識の向上を図ります。 

また、市民一人ひとりが人権問題を誰かの問題ではなく、自分自身にかか

わる身近な問題としてとらえ、気づき、考え、行動できるような人権感覚を

身につけることを目指します。 

②個人の尊厳の確保と共生社会の実現 

市民一人ひとりが自立した人間として尊厳が保たれ、平等、平和な社会に

おいて個人が自由であり、かつ個性と能力が十分発揮できることが必要です。 

また、市民が国籍、文化、習慣、性別、世代、考え方などのさまざまな違

いを互いに認め合い、支え合うことができる共生社会の実現をめざします。 

③少数者、少数意見への配慮 

社会の持続性を高めるためには、多様な価値観を持つ市民が協力し、予想

が困難な今日の社会環境の変化に対応していくことが求められます。人権

の尊重の理念に沿って、多様な価値観を受け入れ、少数者を尊重し、少数意

見などにも十分に配慮します。 
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④協働*による取組の推進 

人権尊重は、一人ひとりの人権意識の向上と行政をはじめとして、家庭、

地域、職場、学校などさまざまな場での取組によって、時間をかけて達成さ

れていくものです。このため、市民の人権が尊重され、差別・偏見がなく暮

らしやすい社会を目指すには、あらゆる人権問題に対してすべての市民が

協力して取り組むべき課題であるとの認識に立って、市民、事業者、行政が

“協働*”の姿勢で取り組みます。 
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第２章 計画の基本的な考え方 

２ 計画の構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組み 

基本的考え方・姿勢 

○人権を尊重する意識の向上 

○個人の尊厳の確保と共生社会の実現 

○少数者、少数意見への配慮 

○協働*による取組の推進 

 

基本理念 

市民みんなの人権が尊重され、差別・偏見がなく、暮らしやすく明るい豊川市 

人権教育・啓発の推進 

○家庭・地域社会における人権教育・啓発の推進 

○学校等における人権教育の推進 

○職場における人権教育・啓発の推進 

○行政における人権啓発活動の推進 

重要課題への対応 

○女性 

○子ども 

○高齢者 

○障害者 

○同和問題（部落差別） 

○外国人 

○感染症患者等 

〇インターネットによる人権侵害 

〇性的マイノリティ 

〇刑を終えて出所した人 

○さまざまな人権 
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37.9

35.6

9.3

11.1

34.8

36.6

17.2

15.7

0.7

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

高くなっている 低くなっている どちらともいえない

わからない 無回答

第３章 施策の展開 

１ 人権教育・啓発の推進 
 

１－１ 家庭・地域社会における人権教育・啓発の推進 

 

現状と課題 

平成 12 年（2000 年）の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に

おいて、人権教育とは、「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」とさ

れています。また、人権啓発とは、「国民の間に人権尊重の理念を普及させ、

及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活

動（人権教育を除く。）」とされています。生涯学習の視点に立ち、幼児期から

の発達段階において、また、家庭や地域等のあらゆる場において、そうした場

が連携しながら、人権教育・啓発が行われることが重要です。 

人権市民意識調査では、市民一人ひとりの人権意識が 10 年前に比べて「高

くなっている」と感じている人の割合は 37.9％を占めますが、「どちらともい

えない」と答えた人も 34.8％を占めています。 

市民全体の人権意識を高めるとともに、人権侵害が生じることのない社会

の実現を目指して、今後もあらゆる場を通じて人権教育・啓発を進めていく

必要があります。 

 

 

図表 10 年前と比べた市民の人権意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）家庭における人権教育の推進 

家庭における人権学習・教育が推進されるよう、家庭教育に関する情報提供

を行い、家庭の教育機能が高められるよう支援します。 

 

①家庭における教育力を高めるための支援をします 

○家庭における人権に関する啓発と教育力の向上を支援するために、子育て

支援に関する各種事業の充実を図ります。また、子を持つ親を対象とした

人権に関する学習機会や、父親の家庭教育参画の支援などを工夫します。 

○家庭での男女共同参画を進めるために、家庭や地域、市民活動団体向けの

出前講座、情報提供などを行います。 

【主な担当課】 

子育て支援課／人権交通防犯課／保健センター／生涯学習課 

 

②家族がふれあう機会を充実します 

○家族の絆を深めるとともに心が通う地域づくりのために、「家庭の日」や

「食育の日」などの周知・啓発を図ります。 

○親子参加型講座の充実を図るとともに、地域における町内会行事、スポー

ツ行事などの各種イベント等への参加を促して、家族がふれあう機会や情

報の提供に努めます。 

○家族みんなで読書をすることで家族のコミュニケーションを深めるための

取組を推進します。 

【主な担当課】 

子育て支援課／農務課／生涯学習課／人権交通防犯課／スポーツ課／ 

中央図書館 

 

 

 

 



 

19 

（２）地域社会における人権尊重の環境づくり 

市民が地域でのふれあいと支え合いについて学ぶ意識を高め、地域、家庭、

学校、行政などが連携して人権擁護を進めます。 

 

①みんなでふれあい地域福祉を学びます 

○市民が地域でのふれあいと福祉を推進する担い手となるために、地域での

支え合い意識の向上や、地域活動者の意識改革の推進を図ります。 

○子どもの時からの助け合いの意識を持つように福祉教育を進めるととも

に、地域における世代間交流を促すことにより地域全体で人権尊重や子育

て、支え合いの意識の向上を図ります。 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／学校教育課 

 

②地域、家庭、学校、行政などの連携・協力の強化を図ります 

○人権擁護委員の活動支援や関係団体の連携を図ります。 

○人権擁護委員、ＰＴＡ、町内会役員、民生委員・児童委員、保護司、地域、

家庭、学校、行政が連携・協力して、人権擁護を進めます。 

○人権擁護委員、ＰＴＡ、町内会役員、民生委員・児童委員、保護司に対す

る研修機会を設けることにより、連携・協力の強化を図ります。 

【主な担当課】 

福祉課／人権交通防犯課／学校教育課／生涯学習課 

 

③誰もが安全・安心、快適なまちづくりを進めます 

○バリアフリー新法に基づく重点整備地区として八幡駅周辺、国府駅周辺の

整備を図ります。また、誰もが安全・安心に利用できるように、歩行空間

及び主要鉄道駅のバリアフリー*化や、道路照明灯等の整備、公共交通機関

の充実を図るとともに、市内全体での安全で快適に生活できる建物や屋外

の環境づくりを促します。 

○市民による人にやさしいまちづくりを進めることを目指し、心のバリアフ

リー*への意識向上のため啓発活動に努めます。 

○高齢者、障害者をはじめ誰もが住みなれた地域で快適に暮らせるよう、住
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宅改修支援などの施策を展開します。 

【主な担当課】 

福祉課／介護高齢課／人権交通防犯課／道路河川管理課／道路建設課／ 

建築課／都市計画課／八幡駅周辺地区まちづくり推進室／公園緑地課 

 

 

（３）学習機会の提供 

基本的人権の尊重についての考え方の周知を図るとともに、虐待防止、男女

共同参画などの人権にかかわる今日的な問題を学ぶ機会を提供するなど、市民

の自主的な学習を支援します。 

また、人権に対して正しく普及啓発を推進するために、指導者の養成を図り

ます。 

 

①人権に関する基本的な知識や考え方の浸透を図ります 

○人権に関する基本的な知識や考え方の浸透を図るために、基本的人権の尊

重について理解促進を啓発するとともに、世界人権宣言、児童の権利に関

する条約など国際的な人権基準の周知を図ります。 

【主な担当課】 

保育課／人権交通防犯課／市民協働国際課 

 

②身近で参加しやすい学習環境づくりに努めます 

○人権尊重や明るい家庭・地域づくりについて学ぶ機会として、生涯学習ガ

イドブックなどにより地域・学習活動の情報を提供するとともに、生涯学

習センターなどにおける各種学習・交流活動の充実を図ります。 

○市の施設において、人権啓発や生涯学習などに関する情報の提供を充実し

ます。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／生涯学習課 
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③人権に関する多様な学習機会を提供します 

○市民が人権について理解するために、啓発用パンフレットの提供や、講演

会、体系的な学習講座、出前講座や参加・体験型学習など、人権について

学ぶことができる幅広い機会を充実します。 

○子ども、高齢者、障害者などの虐待防止、男女共同参画の推進、在日外国

人との共生など人権にかかわる今日的な問題も学習のテーマとして、とり

あげます。 

○効果的な学習方法についての情報収集・研究を進めます。 

【主な担当課】 

保育課／介護高齢課／福祉課／保健センター／人権交通防犯課／ 

市民協働国際課／学校教育課 

 

④市民や団体の自主的な学習活動を支援します 

○市民同士がふれあう機会を増やすために、人権に関する学習資材の提供

や、コミュニティ、市民団体などへの人権に関する研修実施機会を充実し

ます。また、団体の自主的な学習活動を支援します。 

○人権尊重について地域や市内で学びやすい機会を充実するために、ボラン

ティア・市民活動団体に参加するための情報の提供、防災についての学

習、地域のネットワークづくり、伝統文化の継承・学習を通じた世代間交

流などを充実します。 

【主な担当課】 

市民協働国際課／人権交通防犯課／防災対策課／生涯学習課 

 

⑤人権教育・啓発を推進する指導者の養成を図ります 

○人権に関する正しい学習や教育を行うことができるように、指導者養成の

ための学習機会を設けます。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／学校教育課 
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人権意識を高めるための啓発を充実させる

幼稚園・保育園、学校などにおいて
人権教育(保育)を充実させる

社会に見られる不合理な格差を
解消させるための政策を充実させる

社会的に弱い立場にある人を救済、支援
するとともに相談体制を充実させる

人権にかかわりがある職場に勤める人の
人権意識を高める(行政職員、教職員、

医療・福祉関係者、警察官、消防士など)

人権侵害に対する法的規制を強化する

一人ひとりが自分の人権意識を
高めるように努める

その他

特にない

わからない

無回答

29.5

49.5

33.9

35.5

29.3

25.3

41.4

1.6

2.3

9.4

2.5

29.1

47.6

28.8

35.6

35.1

19.9

41.0

1.4

1.4

8.2

3.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

１－２ 学校等における人権教育の推進 

 

現状と課題 

学校・幼稚園・保育所等における教育は、幼児や児童生徒が、社会生活を営

む上で必要な知識・技能・態度等を確実に身につけることを通じて、互いの人

権を尊重する心が育まれるよう展開されることが必要です。 

学校等の人権教育においては、児童生徒等がさまざまな人権問題を自らの

問題として認識し、実践力を身に付けられるよう、効果的な学習・指導によ

り、基本的人権に対する意識の自覚と高揚を図っていく必要があります。ま

た、幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なもの

であることから、保育士等の資質向上による指導の充実も重要です。 

人権市民意識調査では、人権が尊重される社会を実現するために必要なこ

ととして、「幼稚園・保育園、学校などにおいて人権教育（保育）を充実させ

る」と答えた人が約５割と最も多く、生涯の早い段階における人権教育の実

施が最も重要視されています。 

学校等においては、あらゆる差別や偏見を許さない人権教育を推進してい

ますが、現状では、いじめや不登校等の人権にかかわる問題が依然として起

きています。これらの問題に対して、学校等が単独で解決に取り組むだけで

なく、家庭や地域社会等と連携して取り組んでいくことが必要です。 

 

図表 人権が尊重される社会を実現するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」  
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取組の方向 

 
（１）あらゆる教育活動を通じた人権尊重の教育の充実 

学校教育においてはもちろん、就学前も含めて子どもや親を対象として、人

権尊重意識を高める機会を提供します。 

また、学校等が、人権教育についての情報収集を充実します。 

 

①就学前も含めて人権尊重の教育を推進します 

○就学前も含めて子どもや親が人権尊重意識を高めるようにするために、交

流や体験を通じた人権尊重精神の基礎を築く教育や保育を進めます。 

○学校教育などにおいては、各教科、道徳など全教育活動を通じて、人権尊

重の意識を高めるための教育を充実します。 

【主な担当課】 

保育課／学校教育課 

 

②人権尊重教育の内容・方法などを充実します 

○子どもの感性を大切にしながら豊かな心を育むために、学校教育において

ボランティア活動や地域などとの交流の機会や、総合的な学習などを通じ

た体験学習を充実します。 

○子どもが人権を自分で考えるための機会を充実していきます。また、職場

体験学習、福祉実践教室体験・参加型の学習なども人権を考える機会とし

て、活用します。 

【主な担当課】 

学校教育課 

 

③人権尊重教育についての情報を提供します 

○豊川市小中学校人権教育研究会において、各学校での取組を研究紀要にま

とめ、情報提供を図ります。 

【主な担当課】 

学校教育課 
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（２）教職員・保育士の指導力の向上 

教職員・保育士が子どもに人権教育を行うことができるように、情報収集や

研修等の機会を充実します。 

 

①教職員・保育士の指導力の向上を図ります 

○人権にかかわる的確な教育を行うことができるように、教職員・保育士の

研修や学習機会の充実を図ります。 

○就学前から人権意識を養うために、人権保育について保育士と関係機関が

十分に情報収集を行い学ぶように努めます。 

○小中学校教職員は豊川市小中学校人権教育研究会を活用し、人権尊重の意

識を高めます。 

【主な担当課】 

保育課／学校教育課／人権交通防犯課 

 

 

（３）安心して楽しく学ぶための環境づくり 

子どもが安心して学校で学ぶことができるように、人権に配慮した教育指導

を行うとともに、保護者なども対象にした相談の充実を図ります。 

 

 

 

  

①人権に配慮した教育指導と学校づくりを進めます 

○子どもの人間性を育むために子どもに対する人権に配慮した教育指導を

徹底します。 

○人権尊重及び男女共同参画の推進を図るために、保育及び学校教育にお

いて男女混合名簿の導入など多様な方策の導入を図ります。 

【主な担当課】 

保育課／学校教育課 
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②児童・生徒に対する相談体制を整備します 

○児童・生徒が心身ともに健やかに学校生活をすごし育つように、スクール

カウンセラー*やハートフル相談員*の設置など相談体制の充実を図りま

す。 

○保護者、児童・生徒、学校関係者に対する心理教育相談「ゆずりは」*の活

動を充実します。 

【主な担当課】 

学校教育課 

 

 

（４）家庭・地域・行政との連携強化 

保育所や学校と家庭・地域・行政との連携を強化して、人権にかかわる問題

の解決と、人権教育・保育を進めます。 

 

①家庭・地域・行政との連携・協力の強化を図ります 

○保育や学校教育について家庭・地域への情報提供を充実するとともに、民

生委員・児童委員、学校評議員との連携を強化して、いじめなどの人権に

かかわる問題を話し合う機会の充実に努めます。 

○保育所や学校と家庭・地域・行政との連携を強化して人権保育・教育に取

り組むために、子ども会への支援や、地域活動の充実を図ります。 

【主な担当課】 

子育て支援課／保育課／学校教育課／生涯学習課 
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１－３ 職場における人権教育・啓発の推進 

 

現状と課題 

企業等事業所は、地域社会において、雇用・経済・文化や生活に至るまでの

さまざまな分野に対して大きな影響力を持っており、また、豊かな地域の創

造に貢献する責任を担っています。しかし企業等事業所においては、賃金等

の処遇の男女間格差の是正の問題、仕事と家庭の両立を可能とする環境整備

の問題、高齢者や障害者の雇用の問題、パワー・ハラスメント*やセクシュア

ル・ハラスメント*、長時間労働や過労死の問題など、人権にかかわる課題が

山積しています。 

企業等事業所による人権尊重の必要性については国際的な関心が高まって

おり、平成 23 年（2011 年）に国連人権理事会で「ビジネスと人権に関する

指導原則」が採択されています。我が国では、この「指導原則」を支持してお

り、令和２年（2020 年）に「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020－2025）

が策定され、同計画では今後国が取り組む各種施策や人権デュー・ディリジ

ェンス（企業活動における人権への影響の特定、予防・軽減、対処、情報提供

を行うこと）の導入・促進への期待が表明されています。 

人権市民意識調査では、人権を侵害されたと思った場面として、「パワー・

ハラスメント*行為を受けた」と答えた人が最も多く、次いで「あらぬうわさ

や悪口、落書きなどで名誉・信用を傷つけられたり侮辱されたりした」、「地域

や職場などにおいて仲間はずれやいじめなど不当な扱いを受けた」と答えた

人が多くなっています。特にパワー・ハラスメント*の割合は前回調査より約

10 ポイント高くなっており、職場におけるパワー・ハラスメント*が近年大き

な人権問題として捉えられていることを示しています。 

職場における人権に関する研修や、企業等事業所に対する啓発活動を充実

させ、人権教育・啓発への企業等事業所の主体的な取組を促進することが必

要です。 
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あらぬうわさや悪口、落書きなどで
名誉・信用を傷つけられたり侮辱されたりした

人種・信条・性別・社会的身分又は
門地を理由に差別された

地域や職場などにおいて仲間はずれや
いじめなど不当な扱いを受けた

学校において体罰やいじめなど
不当な扱いを受けた

家庭などで虐待やＤＶなど
不当な扱いを受けた

役所や医療機関、福祉施設などで
不当な扱いを受けた

個人情報やプライバシーを侵害された

セクシュアル・ハラスメントや
ストーカー行為を受けた

パワー・ハラスメント行為を受けた

ＳＮＳなどのインターネット上で
誹謗中傷を受けた

その他

無回答

34.1

11.0

34.1

9.9

8.2

12.6

18.1

12.1

38.5

6.0

4.4

0.5

32.2

9.8

29.9

6.3

6.9

13.2

24.1

10.9

28.7

6.9

1.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回調査

n=182

H29年度調査

n=174

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

※H29年度調査には選択肢なし

 

図表 人権を侵害されたと思った場面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）市の職場における人権教育・啓発の充実 

市は全庁的に人権尊重を基本として、職務を遂行します。 

 

①人権尊重を基本とした職務を遂行するための教育・啓発を充実します 

○市職員が人権尊重を基本とした職務を遂行するために、職員研修を実施し

ます。また、講演会などへの職員の参加促進や、研修指導者の養成を図り

ます。 

○市民が安心して行政サービスを利用することができるように、職務や事務

において人権尊重を基本とする接遇、各種申請書類などの点検、個人情報

の保護についての徹底を図ります。 

【主な担当課】 

人事課／人権交通防犯課 

 

（２）特定の職業に従事する者に対する人権教育・啓発の充実 

人権教育・啓発の推進にあたっては、とりわけ人権にかかわりが深く、人権

に対する正しい認識とより高い人権意識を持って職務に従事することが求めら

れる特定の職業に従事する者に対して、研修等による人権教育・啓発を充実し

ます。 

 

①教職員に対する人権教育・啓発を充実します 

○学校において、教育内容や学校運営などに関して広く人権の視点を重視し、

教師と児童生徒の信頼関係に立って、子ども一人ひとりの人権を大切にし

た教育活動の徹底を図るとともに、教職員の人権意識の高揚や人権教育を

実施する指導者として必要な知識や指導力を高めるために、研修の充実を

図ります。 

○子どもたちへの指導においては、発達段階に応じた指導内容を設定すると

ともに、指導方法に工夫を凝らし、人権教育の充実に努めます。 

 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／学校教育課 
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②消防職員に対する人権教育・啓発を充実します 

○消防職員に対しては、人権問題を正しく理解し人権を尊重した行動を取る

ために、消防学校において初任者の人権教育を受けるとともに、各職場に

おいて人権教育が継続的に実施されるように努めます。 

【主な担当課】 

人事課／人権交通防犯課／消防本部 

 
 

③医療、保健関係者に対する人権教育・啓発を充実します 

〇医療、保健関係者に対し、人権意識の普及・向上を図るため、人権教育の

推進及び職員研修を充実します。 

○病院施設などにおける人権教育・啓発の充実を働きかけて、人権の視点に

立った業務の遂行を進めるとともに、医療、保健関係団体に対しても人権

教育・啓発への積極的な取組が行われるよう促します。 

【主な担当課】 

人事課／保健センター／人権交通防犯課／市民病院 

 
 

④福祉関係者に対する人権教育・啓発を充実します 

○福祉関係従事者の人権意識の普及・高揚を図るため、人権教育・啓発の充

実や、福祉関係団体等に対する人権教育・啓発への積極的な取組の促進な

どの働きかけを行っていきます。 

【主な担当課】 

人事課／福祉課／保育課／介護高齢課／人権交通防犯課 
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（３）企業等事業所への啓発の充実 

職場における人権の尊重や男女共同参画を進めることについて、企業等事業所

がさまざまな人権問題の解決に果たす社会的役割と責任として啓発していきます。 

 

①雇用や職場における均等な機会と待遇の確保を推進します 

○誰もがいきいきと働くことができる環境づくりを目指して、事業所に対し

て男女雇用機会均等法や労働基準法などの周知と、男女の均等な雇用機会

と待遇の確保を図るため啓発を実施します。 

○職場におけるセクシュアル・ハラスメント*を始めとするさまざまなハラス

メントや待遇等に関する相談を実施します。 

○男女同一待遇、正規・非正規労働者の格差解消の啓発、労働者の適正な労

働環境の確保など、事業所の社会的責任についての意識の向上を図りま

す。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／商工観光課／契約検査課 

 

②就労の場における男女共同参画を推進します 

○事業所における男女共同参画を推進するために、性差別のない職場づくり

を啓発するとともに、事業所への出前講座、積極的改善措置のための情報

提供を充実します。 

○自営業における男女共同参画の普及啓発を行います。 

○農家における家族経営協定の普及啓発を行います。 

○農家における男女共同参画を推進するため、農村生活アドバイザーの活用

を図ります。 

【主な担当課】 

人事課／人権交通防犯課／農務課／商工観光課 

 

③個人のプライバシーに対する正しい理解を啓発します 

○人権尊重の立場から、事業所や市民に対して、プライバシーの保護や個人

情報保護に関する啓発を行います。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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１－４ 行政における人権啓発活動の推進 

 

現状と課題 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」において、人権啓発は、「国

民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得

することができるよう」にすることを旨としています。一人ひとりが人権を

尊重することの重要性を正しく認識し、それを前提として他人の人権に十分

配慮した態度や行動をとることができるようになることによって、人権侵害

の生じない社会の実現を図ることが人権啓発の目的です。 

我が国においては、毎年 12 月 10 日（世界人権宣言が採択された「人権デ

ー」）を最終日とする一週間を「人権週間」と定め、人権啓発活動を展開して

います。また、人権擁護委員法が施行された６月１日を「人権擁護委員の日」

と定め、人権擁護委員制度の周知を図るとともに、人権尊重の思想の普及に

努めています。 

本市においては、「人権週間」に合わせた啓発活動や、広報紙・ホームペー

ジによる啓発や情報提供を行っており、令和２年（2020 年）には人権に関す

る市民意識調査を実施しました。また、各種相談窓口を通じた支援と相談支

援制度の周知を実施しています。 

人権市民意識調査では、人権が尊重される社会を実現するために必要なこ

ととして、「幼稚園・保育園、学校などにおいて人権教育（保育）を充実させ

る」に次いで、「一人ひとりが自分の人権意識を高めるように努める」、「社会

的に弱い立場にある人を救済、支援するとともに相談体制を充実させる」と

いった、人権意識の高揚や相談体制の充実に係る取組の回答が多くなってい

ます。 

今後も国や県の啓発活動等を活かしながら継続的に人権啓発活動を推進し、

相談支援体制を充実させていくことが必要です。 
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人権意識を高めるための啓発を充実させる

幼稚園・保育園、学校などにおいて
人権教育(保育)を充実させる

社会に見られる不合理な格差を
解消させるための政策を充実させる

社会的に弱い立場にある人を救済、支援
するとともに相談体制を充実させる

人権にかかわりがある職場に勤める人の
人権意識を高める(行政職員、教職員、

医療・福祉関係者、警察官、消防士など)

人権侵害に対する法的規制を強化する

一人ひとりが自分の人権意識を
高めるように努める

その他

特にない

わからない

無回答

29.5

49.5

33.9

35.5

29.3

25.3

41.4

1.6

2.3

9.4

2.5

29.1

47.6

28.8

35.6

35.1

19.9

41.0

1.4

1.4

8.2

3.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

図表 【再掲】人権が尊重される社会を実現するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）啓発活動の充実 

人権を尊重することの大切さについて市民全体の理解を深めるために、広報

紙などの媒体を活用するとともに、人権週間などの機会を生かして、啓発や情

報発信を充実します。 

 

①広報紙・ホームページ等を活用します 

○人権尊重の大切さについて広く市民の理解を促進するために、市の広報

紙・ホームページやその他メディアなどによる啓発を進めます。また同様

に、多言語による広報紙やホームページでの啓発も進めます。 

○人権啓発用パンフレットやチラシを作成し、さまざまな人権に対する偏見

や差別について、正しい知識の普及を図ります。 

 

【主な担当課】 

介護高齢課／人権交通防犯課／福祉課／市民協働国際課 

 

②人権週間などの機会を捉えて啓発します 

○人権週間、男女共同参画週間、児童福祉週間、児童虐待防止推進月間、老

人週間、障害者週間などの機会を捉えて、人権尊重について広報紙などへ

の記事を掲載し、啓発活動を充実します。 

○図書館、児童館、保健センター、文化センターなどの施設を利用し、啓発資

料の掲示、配布を行うなど、啓発活動を充実します。 

○おいでん祭などのイベントに参加し、多くの市民に人権尊重についての啓

発活動を充実します。 

○人権講演会を開催し、基本的人権の尊重や男女共同参画などについて広く

市民への啓発活動を充実します。 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／保育課／介護高齢課／保健センター／ 

人権交通防犯課／市民協働国際課／生涯学習課 
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（２）人権侵害に対する相談・支援体制などの充実 

人権に関する情報収集を行い、市民が問題を抱えた時には適切・迅速に相談

ができる体制を整えます。 

また、市民が互いに人権を尊重して、地域や事業所において支え合うこと促

すとともに、ボランティア・市民活動団体と連携して支援を行う体制を充実し

ます。 

 

①人権に関する情報収集と意識調査などを充実します 

○人権に関する市民意識の把握に努めます。 

○市民意識、人権に関する国・県や他の市町村の施策動向、市民・事業者の

取組について把握して、今後の啓発や取組の推進のために生かします。 

【主な担当課】 

秘書課／人権交通防犯課 

 

②人権侵害に対する相談・支援体制などを充実します 

○人権侵害についての不安の解消や人権を侵害されたことに対して問題解決

できるように、市民にとって身近で相談しやすい窓口づくりに努めます。 

○いじめや不登校、児童虐待、ドメスティック・バイオレンス*（以下「ＤＶ*」

という。）、暴力を受けた人の支援のためのカウンセリングやシェルター、

外国人の生活支援、福祉サービス利用者等の権利擁護などについて関係機

関や市民活動団体などと連携して対策を講じます。 

〇住民票の写し等の不正請求及び不正取得による個人の権利の侵害の防止を

図るために、本人通知制度を実施します。 

 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／介護高齢課／人権交通防犯課／市民協働国際課／ 

学校教育課／市民課 
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③みんなで助け合い支え合うしくみをつくります 

○市民が互いに人権を尊重して、助け合い、支え合う明るい地域社会を築く

ために、地域組織の育成を図ります。 

○ボランティア・市民活動、地域福祉活動の活性化や、地域組織と民生委

員・児童委員や福祉委員等との連携を強化し、支え合いのための支援を充

実します。 

【主な担当課】 

福祉課／介護高齢課／子育て支援課／保育課／市民協働国際課 

 

④高齢者、障害者やその家族に対する各種相談を充実します 

○高齢者、障害者やその家族に対する支援と人権の擁護を図るために、高齢

者相談、障害者相談、成年後見制度*の利用などの支援を行います。 

○障害者地域自立支援協議会、民生委員・児童委員などの活動の充実や、巡

回訪問、介護・保健・福祉の相談窓口の充実など、相談・支援体制を整え

ます。 

【主な担当課】 

福祉課／介護高齢課／保健センター／子育て支援課 

 

⑤子育て・介護など家庭への支援を充実します 

○明るい家庭を築くために、悩み事を家庭で抱えすぎないように、子育て・

介護・福祉などに関する相談体制の充実と、その利用促進のための周知を

図ります。 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／保育課／保健センター／介護高齢課 
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⑥協働*で明るいまちづくりを進めます 

○市民が、人権尊重のための活動に、市や事業所と協働*して取り組むことを

促し、明るいまちづくりを進めます。 

○明るいまちづくりを進めるため、ボランティア･市民活動の人材発掘や育

成、支援を実施します。 

○人権尊重のための施策を推進するため、関係各課が連携するとともに、市

民と市が協働*して取り組む体制づくりを充実します。 

 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／市民協働国際課 
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第３章 施策の展開 

２ 重要課題 
 

 

２－１ 女性 

 

現状と課題 

国連は創設当初から女性の地位向上に取り組み、我が国においても、昭和

60 年（1985 年）に「女子差別撤廃条約」を批准し、平成８年（1996 年）に

は「男女共同参画 2000 年プラン」の策定、平成 11 年（1999 年）には「男女

共同参画社会基本法」の制定を行うなど、総合的な取り組みを進めてきまし

た。現在は、令和２年（2020 年）に策定された「第５次男女共同参画基本計

画」に基づき、男女共同参画社会の形成の促進に関する総合的かつ計画的な

推進が図られています。 

本市においては、平成 13 年（2001 年）に男女共同参画施策に関する最初

の基本計画「とよかわ男女共同参画プラン」（第１次計画）を策定し、平成 21

年（2009 年）には施策の総合的かつ計画的な推進を目的とした「豊川市男女

共同参画推進条例」を制定しました。この条例に基づき、平成 23 年（2011

年）に「豊川市男女共同参画基本計画」（第２次計画）、令和３年（2021 年）

に女性活躍推進計画とＤＶ防止基本計画を内包した「豊川市男女共同参画基

本計画」（第３次計画）を策定し、男女共同参画に向けた総合的な取組を進め

ています。 

人権市民意識調査では、女性に関する人権の問題として、「結婚・出産など

により女性が仕事を続けにくい社会環境」、「働く場における差別待遇」をあ

げる意見が多く、職場における女性の人権問題への関心が高いことがわかり

ます。また、「男女の固定的な役割分担意識」をあげる人も多くみられ、社会

全般における啓発が必要であると考えられます。男女共同参画の視点に立ち、

男女が共にそれぞれの生き方を尊重して社会のあらゆる場面に参画でき、仕

事や家庭生活、地域生活などにバランスよく参加できるワーク・ライフ・バラ

ンス*の実現を目指しつつ、女性が活躍できる環境づくりに努めることが必要

です。 

また、ＤＶ*やセクシュアル・ハラスメント*、性犯罪・性暴力、ストーカー

行為等の被害は女性が多く、それは重大な人権侵害であり、女性に対する人

権侵害防止に向けた施策の充実に努めていくことも必要です。  
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男女の固定的な役割分担意識
（「男は仕事、女は家庭」という考え方など）

働く場における差別待遇
(採用、昇格、賃金など)

セクシュアル・ハラスメント

結婚・出産などにより女性が
仕事を続けにくい社会環境

ＤＶ（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）

家庭や職場、地域などで
女性の意見が尊重されないこと

アダルトビデオやポルノ雑誌など
女性を性の対象物ととらえる社会風潮

強姦や強制わいせつ等の性犯罪や売春・買春

その他

特にない

わからない

無回答

44.8

55.3

40.8

62.8

32.2

17.2

17.2

37.2

1.0

3.9

4.0

1.4

34.4

51.2

32.9

63.1

27.5

16.6

20.3

36.2

0.9

4.7

5.3

1.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
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（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）男女が互いに人権を尊重できる人づくり 

学校や家庭、職場において男女共同参画意識の向上を図ります。 

 

①人権を尊重し男女共同参画意識の向上を図ります 

○人権の尊重及び男女共同参画を着実に進めるために、男女共同参画社会基

本法や豊川市男女共同参画推進条例などの周知、男女共同参画情報紙や各

種パンフレットなどの活用、講演会・研修会などにより啓発を図ります。 

○メディアや広報紙などにおいて人権及び男女共同参画に配慮した表示や表

現をするよう働きかけるとともに、公的出版物、ホームページなどにおい

てもジェンダー*の視点に配慮した取組を行います。 

○児童・生徒が人権尊重や男女共同参画について、学び、正しい情報を主体

的に選択できる能力を養います。 

【主な担当課】 

秘書課／人権交通防犯課／学校教育課 

 

（２）女性に対する暴力の根絶と被害者支援 

    女性に対する暴力的行為の根絶に関する啓発活動を促進するとともに、被害

者の支援や保護の充実を図ります。 

 

①女性に対する暴力の根絶に向けて周知啓発・被害者支援を充実します 

○ＤＶ*やセクシュアル・ハラスメント*などの暴力の根絶、被害者保護の促

進のために、啓発・研修会などを実施します。 

〇被害者の状況に応じて迅速に対応できるよう、関係機関とのネットワーク

強化を図り、相談・支援体制の整備に努めます。 

○セクシュアル・ハラスメント*を防止するために、事業所に対し、セクシュ

アル・ハラスメント*対策を就業規則に設けることやガイドラインを作成す

ることを啓発し、就業者に対しては労働相談窓口の周知を図ります。 

【主な担当課】 

人事課／福祉課／人権交通防犯課／子育て支援課／保育課／介護高齢課／ 

商工観光課／市民病院 
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（３）仕事と生活が調和する社会づくり 

女性が差別されることのない雇用環境や、女性のみでなく男性も家族的責任

を担い、男女が仕事と家庭生活の両立（ワーク・ライフ・バランス*）を実現す

ることができるように啓発をするとともに、仕事を始めとする社会活動と子育

てや介護との両立を可能とするため保育や福祉サービス等の支援を充実します。 

 

①仕事と生活の調和がとれた体制・環境をつくります 

○ワーク・ライフ・バランス*の実現を目指して、ファミリー・フレンドリ

ー企業*や育児・介護休業制度等の関係法制度などの啓発を行います。 

○家庭や地域活動に男性も積極的に参画する意識の醸成と、機会づくりなど

の支援に取り組みます。 

【主な担当課】 

保育課／保健センター／人権交通防犯課／商工観光課／学校教育課／ 

生涯学習課 

 

②子育て及び介護を支援します 

○子育て中の女性の負担を軽減するために、市民ニーズに合った保育サービ

スや、子育て相談、子育て自主グループ、子育てボランティアの育成など

子育て支援を充実します。 

○子どもの居場所づくり、子育てに悩んでいる親や青少年に対する相談、医

療費助成制度の充実を図るとともに、子育て中の家族が安心して利用でき

る公共施設の整備を図ります。また、子どもや若者を健全育成するための

啓発を充実します。 

○子育て中の女性や要介護者を抱えた家族を支援するために、保健・医療・

福祉・介護の連携を図り、総合的な窓口の整備、誰もが介護に携わること

ができる体制や介護に携わる者の健康管理、支え合いのための環境整備を

図ります。 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／保育課／介護高齢課／保険年金課／ 

保健センター／生涯学習課 
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（４）女性の参画の促進 

社会における方針決定、計画立案の場への男女の対等な参画を実現するため

に、女性の登用を図るとともに、女性の能力を高めるための機会を充実します。 

 

①方針決定、計画立案等の場への女性の参画を促進します 

○事業所及び団体、地域における方針決定、計画立案の場への男女の対等な

参画を目指して、女性の登用を促します。 

○市の審議会等委員における女性委員の登用や市民公募による登用を促進し

ます。 

○女性の能力発揮・スキルアップのため、講座の開催や女性のチャレンジ、

起業に関する情報提供、離職した者の能力開発などの支援を実施します。

また、地域における女性リーダーを発掘・育成するとともに女性人材リス

トを作成し、人材を活用します。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／商工観光課 
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２－２ 子ども                 

 

現状と課題 

出生率の低下、核家族化の進展、生活様式の多様化、地域のつながりの希薄

化等、子どもと子育てを取り巻く環境は近年大きく変化しています。こうし

た中で、いじめ・不登校、児童虐待、児童買春、児童ポルノ、薬物乱用等、子

どもに関して多くの問題が生じています。 

我が国においては、昭和 23 年（1948 年）に「児童福祉法」が施行、昭和

26 年（1951 年）に「児童憲章」が制定され、平成６年（1994 年）には国連

採択の「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」が批准されました。

さらに、平成 11 年（1999 年）に「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処

罰及び児童の保護等に関する法律」、平成 12 年（2000 年）に「児童虐待の防

止等に関する法律（児童虐待防止法）」、平成 22 年（2010 年）に「子ども・

若者育成支援推進法」、平成 25 年（2013 年）に「いじめ防止対策推進法」が

施行され、子どもの人権を守るための法整備が進められています。 

本市においては、平成 27 年（2015 年）に施行された「子ども・子育て支

援法」に基づき「豊川市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、次いで令和

２年（2020 年）に第２期計画を策定、児童虐待等の課題を始め子どもの貧困

問題等の新たな課題への対応や、切れ目のない支援による子育て環境の充実

を図っています。また、平成 29 年（2017 年）にはいじめ防止対策推進法に

基づき「豊川市いじめ防止基本方針」を策定し、子どもの人権の尊重に取り組

んでいます。 

人権市民意識調査では、子どもに関する人権の問題として、「保護者による

子どもへの暴力や育児の放棄などの虐待」、「インターネットを使ってのいじ

め、悪口、中傷」、「子ども同士による暴力、いじめ、無視などの仲間はずれ」

などが多く見られます。 

今後も子どもと子育て家庭を取り巻く環境の変化に的確に対応し、社会全

体で支えるための取組を推進する必要があります。 
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保護者による子どもへの暴力や
育児の放棄などの虐待

大人による一方的な考えの押しつけ、
自分の意見を子どもに強制すること

大人が「子どもだから」という理由で、
子どものプライバシーを尊重しないこと

子ども同士による暴力、いじめ、
無視などの仲間はずれ

インターネット(パソコンや携帯電話)
を使ってのいじめ、悪口、中傷

教諭や保育士による
子どもへの言葉の暴力や体罰

暴力や性など子どもにとっての
有害な情報の氾濫

その他

特にない

わからない

無回答

81.1

40.0

20.4

63.3

70.0

29.6

29.5

1.6

1.0

2.6

0.9

72.1

35.1

16.6

68.0

66.9

25.7

30.6

1.3

1.7

2.2

1.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

図表 子どもに関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 

 

 

取組の方向 

 
（１）子どもの人権を尊重する意識づくり 

子どもの人としての権利や自由を尊重するために、子どもの人権についての

理解を深めるとともに、子どもが人権について理解しやすくなるように、交流

や体験機会の充実を図ります。 

 

①教育・啓発活動や交流、体験を通じて子どもの人権に対する理解を促進しま

す 

〇さまざまな機会を通じて、子どもの人権について啓発を図ります。 

○子どもが、家庭・地域や学校などにおいて人権について学び理解すること

ができるように、参加・体験的な学習機会の提供や、世代間交流事業など

ふれあいの機会の充実を図ります。 

【主な担当課】 

保育課／子育て支援課／保健センター／学校教育課／生涯学習課 
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（２）豊かな人間性を育む教育の推進 

子どもの豊かな人間性を高めるために、家庭や地域、学校などにおけるふれ

あいと人権教育の機会を充実するとともに、障害のある子どもの教育・保育の

支援を図ります。 

 

①家庭教育支援を充実します 

○家族の絆を深めながら、家庭や地域、学校などにおける人間関係を築き人

権尊重の心を養うことができるように、家族のふれあいを啓発するととも

に、機会を充実します。 

○子どもに正しい人権教育を行うために、子育て中の親への情報提供や支

援、就学中の子を持つ親を対象とした人権に関する学習機会の提供を図り

ます。 

【主な担当課】 

子育て支援課／人権交通防犯課／学校教育課／生涯学習課 

 

②人権尊重の教育・人間性豊かな子どもを育む教育などを推進します 

○学校等において人権尊重の教育を充実するとともに、豊かな人間性を育む

ために生命の尊重や他人への思いやりなど「心の教育」やボランティア･市

民活動、自然体験など体験活動の充実を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／学校教育課／生涯学習課 

 

③障害のある子どもの教育・保育の環境づくりに努めます 

○家族の負担を軽減し健やかな子どもの成長を支援するために、特別支援教

育*や保育をはじめ、子育て支援を充実します。 

【主な担当課】 

福祉課／子育て支援課／保育課／保健センター／学校教育課 

 

 

 

  



 

45 

（３）人権保育の推進（子どもの人権を守る保育の推進） 

子どもの人権を守りながら保育を進めるために、情報収集や保育士の育成を

充実し、家庭、地域等の連携を深めて、子どもの人権を尊重しながら子育てが

できる地域づくりを目指します。 

 

①保育士の育成と研修を実施します 

○保育士が人権の大切さを深く理解し、人権に対する正しい認識を身につけ

るために、保育士の研修への参加などを図り、人権に対する基本的な考え

方を保育内容や施設運営に生かすように努めます。 

○人権に対する心を育てる保育の理念について、保育に携わるすべての

人々、保護者や子どもにも広く浸透していくように働きかけます。 

【主な担当課】 

保育課 

 

②人権保育のための情報提供の充実と情報交換を促進します 

○人権保育を進めるために、情報収集と保育所相互の情報交換を行い情報の

共有を図ります。 

○人権保育の取組について保護者に知らせ、人権に対する意識を高めるよう

に啓発します。 

【主な担当課】 

保育課 

 

③家庭、地域、関係機関との連携による人権保育を進めます 

○子どもの人権を大切にしながら家族が意欲的に子育てできるように、地域

全体で子育て支援を充実するために、地域と民生委員・児童委員、主任児

童委員などとの連携に努めます。 

【主な担当課】 

保育課 
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（４）子どもが健やかに育つ環境づくりと子どもの参画促進 

子どもの健やかな成長を支援するために、子育て支援の充実や、家庭や地域

における教育力の向上を図るとともに、子どもへの虐待防止や、障害のある子

どもを持つ家庭の支援を充実します。また、青少年の社会参加の機会などを充

実して、健全育成を図ります。 

 

①児童虐待防止対策の強化などきめ細かな取り組みを推進します 

○要保護児童対策地域協議会とともに、児童虐待防止対策の強化を図りま

す。 

○母子・父子家庭等の自立支援や、発達に心配のある子どもへの支援対策、

保育や教育における障害のある子どもへの支援について、ボランティアの

協力を得て充実します。 

【主な担当課】 

子育て支援課／保健センター／学校教育課／福祉課 

 

②青少年の健全育成に努めます 

○青少年が健全な心身を養い、日常生活を明るく過ごすことができるよう

に、ボランティア･市民活動などへの参加を促すとともに、薬物乱用の防

止の徹底を図ります。 

○いじめ、不登校、児童虐待、性犯罪・性暴力など、様々な問題に対応するた

め、カウンセリングを行うなど、相談、支援体制の整備を図ります。 

 

【主な担当課】 

保健センター／市民協働国際課／生涯学習課／福祉課 
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③地域における子育て支援を充実します 

○地域における子育て・子育ちを育む環境づくりを目指して、子育て支援セ

ンター、児童クラブ、児童館、子育て相談などについて、ボランティアなど

の協力を得て充実します。 

○延長保育、一時的保育、病後児保育、休日保育など、保育サービスの充実

を図ります。 

○児童の健全育成のために、不登校・いじめ問題への対応、情報モラル教育*

や放課後子ども教室などを充実します。 

○妊娠期から未就園児までの親子に対し、絵本などを通して育児情報を提供し

ます。 

【主な担当課】 

子育て支援課／保育課／保健センター／学校教育課／生涯学習課／ 

中央図書館 

 

④子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境を整備します 

○次代の親の育成を図るため小学生や中学生、高校生に対して乳幼児とのふ

れあい体験の機会を提供して、男女が協力して家庭を築き子どもを産み育

てる意識を養います。 

○学校教育において子どもの生きる力を養うために、体験活動の機会や地域

文化や歴史・伝統を学ぶ機会を充実するとともに、地域に信頼される学校

づくりを進めます。また、家庭や地域の教育力の向上を図るための支援を

充実します。 

【主な担当課】 

保健センター／学校教育課 
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２－３ 高齢者                 

 

現状と課題 

我が国においては、今や平均寿命が 80 歳を超える世界屈指の長寿国にな

り、団塊の世代が高齢期を迎えた平成 25 年（2013 年）に 4 人に 1 人が 65 歳

以上となり、令和 18 年（2036 年）には 3 人に 1 人が 65 歳以上になると見

込まれています。 

本市においても、令和 22 年（2040 年）には高齢化率は 29.8％まで上昇す

ると見込まれており、高齢化の進行に伴い、寝たきりや認知症等の介護が必

要な高齢者が大きく増加していくことが予想されます。 

平成 12 年（2000 年）に介護保険制度が開始され、また、高齢者に対する

身体的・心理的・経済的虐待や、介護や世話の放棄等に対応するため、平成 18

年（2006 年）には「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（高齢者虐待防止法）」が施行されました。 

本市においては、「豊川市高齢者福祉計画」及び「介護保険事業計画」（第７

期から東三河広域連合が策定）を策定し、高齢者相談センター*を中心に、高

齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を送れるよう支援するための

取組を進めています。 

人権市民意識調査では、高齢者に関する人権の問題として、「詐欺や悪徳商

法の被害が多いこと」と回答した人が最も多く、高齢者の消費者被害が大き

な問題として認識されています。次いで「働きたくても働ける場が少ないこ

と」と回答した人が多く、高齢者の就業機会の確保や生きがいづくりについ

ても問題とされています。 

今後も高齢者の人権について理解を深めるための取組や、健康で生きがい

を持ち、安心して暮らしていけるよう、介護サービスの充実、世代間交流の機

会の充実、高齢者の社会参加に対する支援、成年後見制度*の利用促進、虐待

の予防・早期発見など、高齢者の人権を尊重し権利を擁護するためのさまざ

まな取組を推進する必要があります。 
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収入が少なく、経済的に自立できないこと

働きたくても働ける場が少ないこと

自分の能力を発揮する機会が少ないこと

高齢者の意見や行動が尊重されないこと

家族や介護者から
身体的、心理的等の虐待があること

病院や福祉施設で不当な扱いや
身体的、心理的等の虐待があること

道路や建物、交通機関等がユニバーサルデザイン
になっていないため、外出先で不便が多いこと

歩道の通行を妨げて自転車が駐輪されているなど、
高齢者に対する市民の理解が足りないこと

詐欺や悪徳商法の被害が多いこと

アパートなどの賃貸住宅を
容易に借りることができないこと

その他

特にない

わからない

無回答

44.5

45.1

21.0

13.3

24.1

25.1

29.4

16.3

61.5

20.4

2.0

3.0

4.2

1.4

48.9

49.9

22.7

15.7

22.7

25.5

26.1

15.9

56.9

15.5

2.2

3.3

4.4

0.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

 

図表 高齢者に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）高齢者の人権を尊重する意識づくり 

市民が高齢者の人権について理解を深めるとともに、地域における高齢者の

見守りや虐待の防止に努めます。 

 

①高齢者の人権尊重についての理解を深めるための教育・啓発活動を推進します 

○市民が高齢者の人権や高齢化について理解を深めるために、社会福祉協議

会、ボランティア・市民活動団体とともにパンフレット等により啓発の充

実を図ります。 

○介護予防教室などにおいて、高齢者の生活や健康、高齢者にかかわる問題

について学ぶ機会をつくります。 

【主な担当課】 

介護高齢課／ 人権交通防犯課／生涯学習課 

 

②高齢者虐待の予防・早期発見に努めます 

○敬老の精神を養い、地域において高齢者を見守ることを促すとともに、高

齢者の虐待に関する知識の普及を図り、高齢者の虐待の予防や早期発見に

努めます。 

○虐待防止のため、高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会を通じて関係機

関との連携を図ります。 

【主な担当課】 

介護高齢課 
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（２）安心して介護サービスを受けられる環境づくり 

安心して利用することができる介護サービスを提供するために、総合的にサ

ービスの充実を図るとともに、介護施設の現場における人権尊重と緊急時を含

めた環境整備を推進します。 

 

①介護サービスの充実を図ります 

○安心して介護サービスを利用することができるように、地域密着型のサー

ビス供給や包括的支援体制の充実とともに、介護予防や介護保険以外のサ

ービスを総合的に進めます。 

〇保険者である東三河広域連合と連携し、安定的な介護保険制度の運営に努

め、介護サービスの充実を図ります。 

【主な担当課】 

介護高齢課 

 

②介護サービスの充実を図るための環境整備を推進します 

〇介護サービス事業所に対して人権啓発、感染症対策や、災害時における事

業継続計画*の策定等を促進させるとともに、災害等発生時の迅速な情報共

有を図ります。 

〇保険者である東三河広域連合と連携し、将来に向けて介護サービスを持続

的に提供するため、介護サービス事業所の人材確保・定着や施設整備を推

進します。 

【主な担当課】 

介護高齢課 
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（３）高齢者の自立と生きがいづくりへの支援 

若い世代が高齢者について理解を深め、その人権を尊重することができるよ

うに、世代間交流を図るとともに、高齢者の自立と生きがいづくりを促すため

に、生涯学習機会の提供と就労や社会参加の支援を充実します。 

 

①世代間交流の機会を提供します 

○子どもや若い世代が高齢者との交流や体験を通じて、高齢者に対する理解

を高められるよう支援します。 

○高齢者が生きがいを持って経験や知識、地域文化などを若い世代に伝える

機会を充実します。 

【主な担当課】 

介護高齢課／生涯学習課 

 

②高齢者の学習と健康づくりを支援します 

○高齢者が健康でいきいきと暮らし続けることができるように、老人クラブ

の活動支援や高齢者大学、ボランティア・市民活動団体による支援などを

充実して、介護予防や健康づくりの自主的な取組を促します。 

【主な担当課】 

介護高齢課／保健センター／市民協働国際課 

 

③高齢者の就労機会や社会参加の機会を充実します 

○高齢者の能力開発を支援するとともに、高齢者の雇用促進について啓発し

ていきます。 

○シルバー人材センターの充実を図るとともに、誰もが社会の中で役割を担

うように、身体などに困難を抱える高齢者の就労や社会参加の機会を充実

します。 

【主な担当課】 

介護高齢課／商工観光課 
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（４）高齢者やその家族が安心して暮らすための支援・環境整備 

高齢者が自宅で安心して暮らすことができるように、高齢者相談センター*の

充実と地域における支え合いなどを促します。 

 

①高齢者や家族に対する各種相談を充実します 

○高齢者相談センター*における介護や高齢者福祉サービスに関する相談窓

口を充実します。 

○認知症の高齢者を介護する家族への相談を充実します。 

〇コミュニティーソーシャルワーカー*等により、高齢者が安心して暮らせる

ように詐欺・悪徳商法などの消費生活関連や複合的な課題のある家族につ

いての相談窓口の充実を図ります。 

【主な担当課】 

介護高齢課／保健センター／福祉課 

 

②高齢者が住み慣れた地域で快適に暮らせることを支援します 

○高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるように、高齢者相談センタ

ー*の機能強化を図ります。 

○地域ケア体制における高齢者の見守りの強化と地域での交流・支え合いの

創出を図るとともに、介護予防事業を地域を中心にして進めることなど、

高齢者向けサービスを地域や事業者とともに充実します。 

○高齢者が住み慣れた地域で快適に暮らせるよう、日常生活における支援や

住宅改修支援を行います。 

 

【主な担当課】 

介護高齢課／保健センター／建築課／清掃事業課 
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２－４ 障害者                 

 

現状と課題 

障害者については、誤った認識や理解不足による偏見や差別意識が生じた

り、物理的・社会的障壁により不利益を被ったりするなど、自立や社会参加、

社会復帰が困難な場合が生じています。また、差別や虐待等の人権問題も発

生しています。 

我が国においては、昭和 45 年（1970 年）の「障害者基本法」の施行以降、

障害者の完全参加と平等を目指してさまざまな取組が展開されています。平

成 18 年（2006 年）には「障害者自立支援法」、平成 24 年（2012 年）には「障

害者虐待防止法」、平成 25 年（2013 年）には「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行されました。

さらに、平成 26 年（2014 年）に国連採択の「障害者の権利に関する条約（障

害者権利条約）」が批准され、平成 28 年（2016 年）には「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行されました。 

本市においては、平成 28 年（2016 年）に障害者差別解消法に基づき「豊

川市障害者差別解消支援地域協議会」を設置し、障害を理由とする差別を解

消するための取組について定期的な協議を行っています。また、令和３年

（2021 年）には「一人ひとりの人権を尊重し、誰もが自立し、共に生き、社

会参加しやすいまちづくり」を理念とする「第４次豊川市障害者福祉基本計

画」とその実施計画である「第６期豊川市障害福祉支援計画及び第２期豊川

市障害児福祉支援計画」を策定し、障害者施策の充実を図っています。 

人権市民意識調査では、障害のある人に関する人権の問題として、「就職や

仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」、「収入が少なく、経済的に自

立できないこと」と回答した人が多くみられます。また、「障害者用駐車施設

等に不適切な駐車がされていたり、視覚障害者誘導用標示上に物を置いてい

るなど、障害のある人に対する市民の理解が足りないこと」も多く、障害者に

対する理解不足が本人達にとって物理的な不利益となっている問題も示され

ています。 

今後も障害者の人権を尊重し、偏見や差別意識を解消し、障害者の自立と

社会参加を可能とする社会の実現を目指した取組を推進する必要があります。 
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収入が少なく経済的に自立できないこと

就職や仕事の内容、待遇で
不利な取扱いを受けること

障害があるという理由で、
意見や行動が尊重されないこと

結婚について周囲が反対すること

道路や建物、交通機関等がユニバーサル
デザインになっていないこと

障害者用駐車施設等に不適切な駐車がされていたり、

視覚障害者誘導用標示上に物を置いているなど、

障害のある人に対する市民の理解が足りないこと

学校の受け入れ体制が整っていないこと

家族や介護者から身体的、心理的等
の虐待があること

病院や福祉施設で不当な扱いや虐待があること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

じろじろ見られたり、避けられたりすること

その他

特にない

わからない

無回答

52.8

56.0

32.6

13.4

29.9

38.4

26.1

13.8

14.1

13.8

29.0

1.2

2.7

7.8

1.7

52.0

49.8

31.0

15.1

29.1

36.2

26.5

11.5

16.2

13.1

32.5

0.9

2.4

8.4

2.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

 

図表 障害のある人に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
(１）障害者の人権を尊重する意識づくり 

障害のある人の人権尊重やノーマライゼーション*の考え方を啓発するとと

もに、交流や体験機会などを充実します。 

 

①障害者の人権尊重について理解を深めるための教育・啓発活動を推進します 

○障害者の人権尊重について理解を深めるため、広報紙などを通じて、市民

への啓発を充実します。 

○学校教育においては、「福祉読本」の活用などを通じて、児童生徒の障害

者に対する理解を深めます。 

○障害者の人権に関する学習機会の充実や、障害者が自宅や地域で普通に生

活することが望ましいというノーマライゼーション*の考え方の普及を図

ります。 

【主な担当課】 

福祉課／人権交通防犯課／学校教育課／人事課 

 

②障害者虐待の予防・早期発見に努めます 

○障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが

極めて重要であるため、障害者虐待の予防や早期発見に努めます。 

○虐待防止や障害者虐待を受けた障害者の保護、養護者に対する支援を行う

ため、関係機関との連携を図ります。 

【主な担当課】 

福祉課 
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③交流や体験を通じて障害者に対する理解を促進します 

○障害者に対する市民の理解を深めるために、生涯学習や地域において、ボ

ランティアとともに車イス体験などの体験機会を提供します。 

○障害者に対する子どもの理解を深めるために、幼稚園・保育所において障

害児と健常児とのふれあいや、学校教育において福祉実践教室の実施や福

祉施設との交流の充実を図ります。 

【主な担当課】 

福祉課／保育課／学校教育課／生涯学習課／人事課 

 

 

（２）障害者の自立と社会参加への支援 

障害者の自立と社会参加を促進するために、能力開発や参加機会の充実と、

就労機会の確保を支援します。 

 

①障害者の地域・学習活動への参加を支援します 

○障害者の生きがいの創出と社会で活躍することができる能力開発のため

に、障害者サークルや支援ボランティアの紹介、さまざまな分野で活躍す

る障害者による講座などを充実します。 

○障害者が学習機会や行事などに参加しやすくなるように、障害者団体や支

援ボランティアなどとの連携を強化します。 

【主な担当課】 

福祉課／市民協働国際課／人権交通防犯課／生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

58 

 

②障害者が働きやすい環境づくりや就労機会の確保に努めます 

○障害者が自立することができるように、障害者の雇用、個々の能力につい

て理解することや、障害者の雇用に伴う各種制度について事業者に周知・

啓発を図ります。 

〇障害者の就労に関する相談援助体制として、関係機関のジョブコーチ*によ

る人的支援や、就労後の職場定着支援などの充実を図ります。 

〇働く意欲があるものの就労に結びつかない障害者をパートタイム会計年度

任用職員として雇用し、市役所の軽易な作業を請け負う部署を設置するこ

とにより、就職の機会を得るための就労経験を積む場を確保します。 

 

【主な担当課】 

福祉課／人事課 

 

 

（３）障害者や家族の生活支援 

障害者や家族が安心して暮らすことができるように、福祉サービスの充実や、

地域における支援の充実を図ります。 

 

①障害者やその家族が安心して暮らせるように支援します 

○障害者やその家族の生活を支援するために、日常生活における支援や医

療、保健、療育、教育、雇用、福祉の連携強化により福祉サービスなどの

充実を図るとともに、的確な情報提供を充実します。 

○地域の実情に応じて障害者に創作や交流などの機会を提供する地域活動の

支援を充実します。さらに、障害者や地域福祉を支えるボランティアの育

成を図ります。 

 

【主な担当課】 

福祉課／清掃事業課／市民協働国際課 
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２－５ 同和問題（部落差別）          

 

現状と課題 

同和問題（部落差別）は我が国固有の人権問題であり、その定義については

昭和 40 年（1965 年）の同和対策審議会答申において、「日本社会の歴史的発

展の過程において形成された身分階層構造に基づく差別により、日本国民の

一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、現代社会におい

ても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原理とし

て何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保証されていないとい

う、もっとも深刻にして重大な社会問題である」とされています。この答申を

受けて昭和 44 年（1969 年）に「同和対策事業特別措置法」が制定され、同

和問題（部落差別）の早期解決を図るため、同和地区の住環境の改善をはじめ

とする物的な基盤整備や、差別意識の解消に向けた教育・啓発等の事業が推

進されました。さらに、昭和 57 年（1982 年）に「地域改善対策特別措置法」、

昭和 62 年（1987 年）に「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措

置に関する法律」（以下「地対財特法」という。）が施行され、総合的に事業が

実施されてきました。 

その後、地域改善対策協議会が平成８年（1996 年）に提出した「同和問題

の早期解決に向けた今後の方策の基本的な在り方について（意見具申）」を受

けて、平成９年（1997 年）に「地対財特法」の一部改正が行われ、同和対策

事業の一般対策への円滑な移行のための経過措置として、特別対策事業を限

定し再度５年間延長されることとなりました。この改正に伴い、従来、差別意

識の解消のため特別対策事業として行ってきた教育関係事業や各種の啓発事

業についても、すべての人の基本的人権を尊重していくための人権教育・啓

発の推進事業として発展的に再構成され、同和問題（部落差別）はその中の重

要課題として取り組まれることとなりました。その後、平成 14 年（2002 年）

の「地対財特法」失効に伴い、特別対策事業はすべて終了し、一般対策に移行

することとなりました。 

平成 11 年（1999 年）には、平成８年（1996 年）制定の「人権擁護施策推

進法」に基づき国に設置された人権擁護推進審議会において、「人権尊重の理

念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関する施策の総合

的な推進に関する基本的事項について」の答申が提出されました。この答申

においては、我が国のさまざまな人権問題の存在が明らかにされ、同和問題

（部落差別）に関する国民の差別意識は「着実に解消に向けて進んでいる」が

「地域により程度の差はあるものの依然として根深く存在している」とされ

ました。また、人権教育・啓発の総合的かつ効果的な推進のための諸施策等に

ついての提言がなされました。 
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この答申を受けて、平成 12 年（2000 年）に「人権教育及び人権啓発の推

進に関する法律」が施行されました。この法律は、人権の尊重の緊要性に関す

る認識の高まり、さまざまな人権侵害の現状、その他人権擁護に関する内外

の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定めて

います。 

さらに、平成 28 年（2016 年）には「部落差別の解消の推進に関する法律

（部落差別解消推進法）」が施行されました。この法律は、部落差別の解消に

ついての基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするととも

に、相談体制の充実や教育・啓発の推進等について規定しています。 

本市においては、旧小坂井町において同和問題（部落差別）の解消に取り組

んできましたが、人権市民意識調査の結果によると、同和問題や部落差別の

認知度は 55.6％となっており、前回調査より６ポイント低くなっています。

また、結婚相手の家柄や血筋を問題にすること、結婚にあたり家柄などを調

べること、企業が採用選考のとき身元調査をすることに対し、「当然だと思う」

とする回答がそれぞれ 13.1％、26.6％、36.6％となっており、いずれも前回

調査より低くなっているものの、依然としてこのような考え方を持つ人々が

存在することを示しています。 

また、同和問題や部落差別の解決に対する考え方については、「基本的人権

にかかる問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力すべ

きだと思う」との回答が 26.9％と前回調査より低くなった一方、「自分ではど

うしようもない問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う」

が 18.5％、「自分ではどうしようもない問題だが、誰かしかるべき人が解決し

てくれると思う」が 14.5％、「わからない」が 28.9％といったように、前回調

査と同様、問題の解消に向けて自分が何をしてよいのかがわからない旨の回

答が多くなっています。 

このため、同和問題（部落差別）について、市民一人ひとりが正しく理解し、

差別意識の解消に向けて人権教育及び人権啓発に関する施策を一層積極的に

推進していく必要があります。 
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55.6

61.6

15.2

13.8

25.7

23.2

3.5

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

知っている このアンケートで初めて知った 知らない 無回答知っている このアンケートで初めて知った 知らない 無回答

13.1

18.5

24.3

24.2

35.4

32.4

5.4

5.4

20.6

19.0

1.1

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

26.6

34.1

20.6

18.6

26.3

22.9

5.2

5.0

19.7

18.5

1.6

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

 

図表 同和問題・部落差別の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

図表 結婚相手の家柄や血筋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 結婚にあたり家柄などを調べること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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36.6

47.6

13.5

13.4

25.6

20.8

3.2

2.5

19.7

14.8

1.5

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

n=1,116

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

2.7

2.7

18.5

17.6

14.5

15.0

26.9

30.3

28.9

31.0

8.5

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

これは、同和地区の人だけの問題だから、自分とは直接関係ない問題だと思う

自分ではどうしようもない問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う

自分ではどうしようもない問題だが、誰かしかるべき人が解決してくれると思う

基本的人権にかかる問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力す

べきだと思う

わからない

無回答

 

図表 企業による身元調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 同和問題・部落差別の解決に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）人権教育及び啓発活動の推進 

同和問題（部落差別）について、市民に正しく周知するために、家庭、学校、

企業、地域など、あらゆる場を通じて、人権教育及び啓発活動を推進します。 

 

①差別意識の解消に向け人権教育及び啓発活動を一層推進します 

○同和問題（部落差別）についての正しい認識と理解を深め、差別意識を解

消することを目指して、啓発資料の作成、情報提供を充実します。 

○人権週間の周知や、同和問題（部落差別）などについての学習機会の提供

を充実します。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 

 

②家庭や学校などあらゆる場を通じた人権教育及び啓発活動を推進します 

○学校教育において人権教育を進めるために、教職員等を対象とした研修を

充実するとともに、子どもを持つ親を対象とした講座等の実施を図りま

す。 

○人権尊重の教育に関する研究・指導資料や、市民向けの啓発用資料を作成

して、ボランティアとともに市民や企業、団体などの学習活動の支援を図

ります。 

○市職員を対象とした研修を実施します。 

〇民生委員・児童委員、主任児童委員を対象とした研修や啓発を実施します。 

【主な担当課】 

人事課／人権交通防犯課／学校教育課／福祉課 
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③関係機関と連携し、教育・啓発を推進します 

○国や県、他市町村と連携して人権尊重や同和問題（部落差別）についての

情報収集と正しい周知を図ります。 

○学校、企業、関係団体、地域などが行う啓発活動について、関係機関と連

携し、その支援を図ります。 

【主な担当課】 

保育課／人権交通防犯課／学校教育課 

 

 

（２）小坂井文化センターの有効活用 

人権意識を高めるための学習や活動の場として、小坂井文化センターの活用

を図ります。 

 

①啓発・交流などの拠点となる取り組みを推進します 

○人権意識の高揚と啓発を図るため、人権に関する調査・研究を進めるとと

もに、各種講座の開催と情報発信を充実します。 

○人権に関する啓発・交流や学習活動の場として、小坂井文化センターの利

用促進を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 

 

②地域住民の福祉や文化の向上を図ります 

○地域住民の福祉や地域文化の向上を図り人生の豊かさを創出するために、

教養・文化講座の開催や自己学習や啓発の場の充実を図ります。 

○生活相談を行う場や、地域福祉の推進を図るための催しなどの場として、

小坂井文化センターの利用促進を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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（３）自立支援による地域での生活の安定向上 

意欲がある子どもや若者が自立した生活を送ることができるように、就学・

就労支援のための能力開発や、雇用の場の開拓などの支援を充実します。 

 

①就学や就労支援などの取り組みを充実します 

○学ぶ意欲のある子どもや若者に就学機会を提供することができるように、

奨学金制度、通信教育や資格取得に関する情報を提供します。 

○若者の就労意欲の向上や働く意欲がある女性、高齢者などの市民の能力開

発や就労支援を行うために、パソコン教室を始めとした各種セミナーを開

催するとともに、ハローワークなどの利用を促します。 

○市内で雇用の場を開拓するために、雇用主に対して公正な採用を啓発しま

す。あわせて、雇用主に対する経営相談等の経営基盤強化のための支援を

商工会議所等と連携して充実します。 

【主な担当課】 

商工観光課／学校教育課 

 

 

（４）えせ同和行為*の排除 

同和問題（部落差別）に対して市民や事業者が正しく対処することができる

ように、えせ同和行為*について排除を図ります。 

 

①えせ同和行為*排除のための啓発及び相談を推進します 

○同和問題（部落差別）に対する誤った意識を持つことや誤った対応をなく

すために、えせ同和行為*についての周知を図るとともに、市民や事業者

からの相談を的確に行い、えせ同和行為*の排除を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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２－６ 外国人                

 

現状と課題 

本市の外国人登録者数は、令和２年（2020 年）度末現在で 6,921 人となっ

ており、市の総人口の 3.76％を占めています。国籍別では、ブラジルが約４

割で最も多く、次いでベトナム、フィリピン、中国、韓国が多くなっていま

す。豊川市は製造業の集積が高く、労働者として、さらには永住希望者として

の外国人の受け入れにより、外国人市民が増加しています。 

外国人の増加に伴い、地域、就労や教育の場において、言語・習慣・価値観

などが異なることによる誤解などから、周囲とのトラブルが生じたり、相互

理解が不十分であることによる外国人に対する差別や偏見などの人権問題が

発生しています。 

我が国においては、平成７年（1995 年）に「あらゆる形態の人種差別の撤

廃に関する国際条約（人種差別撤廃条約）」を批准し、人種・民族等を理由と

するあらゆる差別の撤廃について定めていますが、ヘイトスピーチ*を解消す

るために、平成 28 年（2016 年）に「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ*解消法）」が施

行されました。 

本市においては、令和２年（2020 年）に「第３次豊川市多文化共生推進プ

ラン（2020-2024）」を策定し、国籍を問わず、誰にとっても暮らしやすい多

文化共生社会の実現を目指しています。 

人権市民意識調査結果によると、ヘイトスピーチ*について「絶対にやめる

べき」との回答は 33.6％で、「よくないことだと思う」と合わせて 75.2％であ

る一方、「共感する」、「何とも思わない」といった回答も数％見られる現状と

なっています。また、外国人に関する人権の問題として、「就職や仕事の内容、

待遇で不利な取扱いを受けること」、「保険・医療、防災、教育などの生活に必

要な情報が十分に手に入れられないこと」、「地域社会での受け入れが十分で

ないこと」と答える人が多くみられました。 

外国人に対する偏見や差別意識を解消し、外国人の文化や多様性を受け入

れ、国籍を問わず、一人ひとりの人権を尊重するための取組を推進し、外国人

市民同士や外国人市民と日本人市民が互いに理解し合い、ともに安心して生

活することができる多文化共生社会を築いていく実現を目指していく必要が

あります。 
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地域社会での受け入れが十分でないこと

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

保険・医療、防災、教育などの生活に
必要な情報が十分に手に入れられないこと

就職や仕事の内容、待遇で
不利な取扱いを受けること

学校の受験資格の取扱いや、
受け入れ体制が十分でないこと

文化・スポーツ施設、ショッピング施設などで外国語

表記等がなく、十分なサービスが受けられないこと

結婚について周囲が反対すること

ヘイトスピーチなど不当な
差別的言動を受けること

その他

特にない

わからない

無回答

31.8

14.8

33.8

36.9

13.1

18.7

4.8

20.2

2.0

8.1

21.1

2.5

31.7

14.4

30.6

24.1

12.9

19.3

3.3

1.9

9.5

29.7

3.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

※H29年度調査には選択肢なし

33.6

27.8

41.6

42.3

2.6

3.3

3.3

4.7

1.2

1.3

15.5

17.2

2.2

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

豊川市

n=1,287

愛知県H29年度調査

n=1,502

絶対にやめるべきだと思う よくないことだと思う

何とも思わない 共感するところがある

その他 わからない

無回答

絶対にやめるべきだと思う よくないことだと思う

何とも思わない 共感するところがある

その他 わからない

無回答
その他

無回答

 

図表 外国人に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 ヘイトスピーチ*に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）共生社会の形成 

多文化共生社会の実現を目指して、外国人の人権尊重について啓発を図ると

ともに、外国人が日本人とともに地域社会を支えていくことを促します。 

また、外国人の子どもたちが、日本や母国において自立した生活を過ごすこ

とができるように、就学の支援や日本語学習支援を図ります。 

 

①外国人の人権尊重について理解を深めます 

○外国人の人権尊重について市民の理解を深めるために、啓発パンフレット、

外国語版広報、ホームページ、窓口の外国語表記などにより、周知を図り

ます。 

○国際交流協会と連携し、交流会・講座の開催、語学・教育支援などを通し

て相互理解を深めます。 

○国際交流ボランティアと連携し、外国人を支援することで、互いが安心し

て暮らしやすいまちづくりを進めます。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／市民協働国際課 

 

②日本人及び外国人市民の多文化共生意識を高め社会への参加を促進します 

○日本人及び外国人が互いの文化的背景や考え方を理解し、暮らせる地域社

会を目指すため日本語学習機会の提供に努めます。 

○外国人の地域社会への参加を促すための事業を実施し、外国人を応援する

市民活動団体を支援します。 

〇やさしい日本語に関する情報の周知や活用を促進し、市民の多文化共生意

識の啓発を図ります。 

○関係機関と連携して外国人の就労環境の向上を事業者に促します。また、

就労に必要な知識や技術の習得を支援する国などの事業に協力します。 

【主な担当課】 

市民協働国際課／商工観光課 
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③外国人が学ぶことができる教育環境を充実します 

○外国人の子どもたちの就学を支援するための教室を運営します。教室では、

就学前指導なども実施し対象となる子どもの幅を広げます。また、定期的

に就学状況を把握し、不就学児童の解消を目指します。 

【主な担当課】 

市民協働国際課／学校教育課 

 

 

（２）外国人の円滑なコミュニケーション環境づくり 

外国人市民の日本語学習支援を行うとともに、多言語による情報提供などコ

ミュニケーション環境を充実します。 

 

①外国人のコミュニケーション能力を高めるとともに情報提供を充実します 

○外国人市民が、日本で生活する上で必要な日本語を学習する機会を充実し

ます。また、子どもたちに対して母国語教育や伝統文化を知るための機会

の充実を図ります。 

○外国人の生活がより快適になるように、多言語による情報提供を行います。 

○外国人の子育てと教育を支援するために、ガイドブックの作成や、外国人

児童生徒の進路説明会の開催や外国人の意見を聞く機会づくりに努めま

す。 

〇外国人が地域社会で生活するために多言語によるごみの出し方や分け方の

ルールの啓発を図ります。 

〇外国人による１１９番通報を円滑に受信するため、外国人通報者、消防指

令センター、電話通訳センターの三者間同時通訳を行い、多言語対応を図

ります。 

〇外国人傷病者に対する救急現場活動を円滑に実施するため、救急車へ多言

語音声翻訳アプリを導入し、多言語対応を図ります。 

【主な担当課】 

市民協働国際課／清掃事業課／消防本部 
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２－７ 感染症患者等 

 

現状と課題 

ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）感染症は、感染経路が特定し、感染力もそ

れほど強いものでないことがわかっており、いたずらに感染を恐れる必要も

なく、治療薬によって発症を抑えることも可能ですが、正しい知識や理解の

不足から、ＨＩＶ感染者やエイズ患者に対してはこれまで多くの偏見や差別

意識が生じています。 

ハンセン病についても、らい菌による感染症であるものの、伝染力が非常

に低く、現在では治療法が確立しており、2012 年以降は我が国においても患

者数が年間０～１人と非常に少ない病気となっていますが、過去のハンセン

病患者に対する療養所への強制隔離政策により、患者に対する偏見・差別な

どが生じています。平成８年（1996 年）に「らい予防法」が廃止され強制隔

離政策は終結しましたが、入所者の多くが長期間の隔離により家族等との関

係を絶たれたり、高齢化等により療養所に残らざるを得ない人がいたりする

など、社会復帰が困難な状況も起こっています。 

また、令和元年末から翌年にかけて新型コロナウイルスが世界的に感染拡

大したことで、感染した方やその家族、治療に当たった医療従事者に対する

不当な差別、偏見、いじめ、誹謗中傷などが問題となっています。このような

中、従来からある感染症に対してだけではなく、新型コロナウイルス感染症

についても、正しい知識と理解について今まで以上に教育・啓発が必要とな

っています。 

我が国においては、平成 11 年（1999 年）に「感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（感染症法）」が施行され、感染症患者等の人

権を尊重しつつ、感染症対策を総合的に推進することが目指されています。

この法律は、令和３年（2021 年）に、新型コロナウイルス感染症を同法の対

象である「新型インフルエンザ等」に含まれるものとするよう改正されまし

た。 

人権市民意識調査では、エイズ患者・ＨＩＶ感染者に関する人権の問題と

して、「就職や職場で不利な取扱いを受けること」、「学校で不利な扱いを受け

ること」、「家族への差別的な言動を受けること」といった回答が多く見られ

ました。また、ハンセン病患者・元患者に関する人権の問題としては、「病気

に対する正しい理解なしに、怖い病気といった偏見や誤解があること」、「じ

ろじろ見られたり、避けられたりすること」、「就職や職場で不利な取扱いを

受けること」といった回答が多くなっています。また、いずれの問も「わから

ない」が約４割と多く、身近な問題でないことか病気に対する無理解などの

理由で、これらを人権問題として認識していない人が多いことが示されてい
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就職や職場で不利な取扱いを受けること

学校で不利な扱いを受けること

医療機関で治療や入院を断られること

本人に無断でエイズ検査をされること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

結婚を断られたり、離婚を迫られたりすること

家族への差別的な言動を受けること

その他

特にない

わからない

無回答

41.3

26.7

18.3

6.2

8.5

14.1

23.5

0.8

5.1

40.6

2.8

38.0

22.8

18.6

8.3

8.9

15.1

20.9

1.0

4.8

43.8

1.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

ます。 

また、ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等の人権問題の解決手法としては、

「学校におけるエイズ教育やハンセン病の正しい理解の推進」、「エイズ患者・

ＨＩＶ感染者やハンセン病患者・元患者などのプライバシー保護の徹底」と

いった回答が多くなっています。 

このため、感染症について正しく理解するための普及啓発を推進し、関係

機関と連携して感染者や発症者に対する支援を進める必要があります。また、

新しい感染症に関する人権問題が発生することのないよう、感染症に対する

正しい理解と人権意識の向上のための取組を進める必要があります。 

 

 

図表 エイズ患者・ＨＩＶ感染者に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 

  



 

72 

じろじろ見られたり、避けられたりすること

就職や職場で不利な取扱いを受けること

医療機関で治療や入院を断られること

ハンセン病療養所の外で
自立した生活を営むのが困難なこと

病気に対する正しい理解なしに、
怖い病気といった偏見や誤解があること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

旅館、ホテル等において、
不当な扱いを受けること

その他

特にない

わからない

無回答

30.9

26.2

10.8

21.9

38.4

6.6

8.4

0.5

3.3

38.7

3.2

29.9

25.5

11.3

24.1

40.9

8.8

10.8

0.5

3.0

40.6

1.9

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

学校におけるエイズ教育や
ハンセン病の正しい理解の推進

ＨＩＶやハンセン病の問題についてのシンポジウム、

講座の開催、パネル展示など正しい理解の機会提供

エイズ患者・ＨＩＶ感染者やハンセン病患者
・元患者などのプライバシー保護の徹底

エイズ患者・ＨＩＶ感染者やハンセン病患者
・元患者などの相談体制の充実

その他

特にない

わからない

無回答

68.3

26.6

34.8

28.7

1.0

2.1

18.4

3.0

68.0

30.1

28.7

28.7

0.8

2.3

19.2

1.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

 

図表 ハンセン病患者・元患者に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等の人権問題の解決手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）感染症患者などの人権を尊重する意識づくり 

感染症患者に対する正しい情報を提供するとともに、人権の尊重について啓

発します。 

 

①感染症に対する正しい理解を促進し人権に配慮した対策を進めます 

○感染症患者に対する偏見や差別を解消し、感染症に対して正しい知識の普

及を図るためにパンフレットなどによる情報提供を充実します。 

○「世界エイズデー」や「ハンセン病を正しく理解する週間」などをＰＲし

て、感染症に対する意識を啓発します。 

【主な担当課】 

保健センター／人権交通防犯課 

 

（２）感染症患者などの自立と社会参加の支援 

感染症患者の自立と社会参加を進めるために、健康づくりを支援するととも

に、就労機会の確保を支援します。 

 

①心と体の健康づくりを支援します 

○誰もが健やかに明るい人生を楽しむことができるように、健康づくりや感

染症予防に対する意識を高めるとともに、健康相談を充実します。 

【主な担当課】 

保健センター 

 

②感染症患者などが働きやすい環境づくりや就労機会の確保に努めます 

○感染症や患者の働く能力についての理解を促進して就労機会を確保するた

めに、事業所への啓発を図ります。 

○働くことができる患者が就労機会を得るために、ハローワークなどの利用

促進や職業や雇用についての情報提供を図ります。 

【主な担当課】 

商工観光課 
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２－８ インターネットによる人権侵害 

 

現状と課題 

インターネットの普及は、多くの人々が豊かな社会生活が享受することが

できる一方、インターネットの特性を悪用した個人や団体への誹謗中傷やネ

ットいじめ、差別を助長する表現、有害情報の掲載、個人情報の流出、犯罪へ

の巻き込み等、人権に関わるさまざまな問題が発生しています。 

インターネットにおける人権問題に対応するため、国は、平成 14 年（2002

年）の「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開

示に関する法律」（プロバイダ責任制限法）の施行、平成 17 年（2005 年）の

「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）の全面施行など、個人情

報を取り扱う事業者が遵守すべき義務などを定めています。また、平成 21 年

（2009 年）には「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境

の整備等に関する法律」（青少年ネット規制法）を施行し、インターネット上

の有害情報から青少年の権利を擁護するための取組について定めています。 

人権市民意識調査では、インターネットによる人権侵害の問題として、「他

人の身元を暴いたり、誹謗中傷する表現を掲載すること」や「個人情報などが

流出していること」などが上位をしめています。 

インターネットにおける人権侵害をなくすためには、市民一人ひとりがイ

ンターネットの問題点や適切な利用方法を理解し、自身も加害者となり得る

ことを認識するとともに、インターネットを新たに使い始めた人に対する情

報提供や啓発などを充実し、インターネットにおける人権侵害の未然防止に

努めることが必要です。 
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他人の身元を暴いたり、
誹謗中傷する表現を掲載すること

差別を助長する表現を掲載すること

出会い系サイトなど犯罪を
誘発する場となっていること

捜査対象となっている未成年者の
実名や顔写真を掲載すること

わいせつ画像や残虐な画像など、
有害な情報を掲載すること

個人情報などが流出していること

その他

特にない

わからない

無回答

84.7

40.1

54.5

27.0

40.2

67.1

2.1

1.0

4.0

1.6

72.2

31.3

56.0

20.4

43.5

64.2

0.4

1.8

6.9

2.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

 

図表 インターネットによる人権侵害の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）インターネットによる人権侵害の防止対策 

インターネットの正しい利用など情報モラルついての情報や学習機会を提供

し、インターネット上での人権侵害の危険性の理解を促進します。 

 

①インターネットの正しい利用のため教育・啓発活動を推進します 

〇個人のプライバシーや名誉について正しく理解し、インターネットを正し

く利用することができるよう教育・啓発を行います。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／学校教育課 

 

 

（２）インターネット上での人権侵害に対する相談・支援体制 

インターネットに関する人権問題に対応するため、相談窓口の周知などの情

報提供を充実します。 

 

①インターネット上で人権侵害への相談・支援体制の周知 

○インターネット上で人権侵害があった場合、適切かつ迅速な対応を図るた

め、相談窓口や救済制度、支援機関の情報提供を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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性同一性障害、性的指向に対する理解がないこと

職場、学校において、嫌がらせをされること

偏見により差別的な言動を受けること

就職や職場で不利な取扱いを受けること

アパートなどの住宅への入居を拒否されること

じろじろ見たり、避けたりすること

その他

特にない

わからない

無回答

55.3

25.2

44.9

18.8

6.6

13.6

0.9

5.6

24.3

1.9

53.5

23.2

41.1

21.1

6.1

13.0

1.0

6.5

26.4

1.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

２－９ 性的マイノリティ 

 

現状と課題 

性的マイノリティとは、心の性が女性で恋愛対象も女性という人（レズビ

アン）、心の性が男性で恋愛対象も男性という人（ゲイ）、恋愛対象が女性にも

男性にも向いている人（バイセクシャル）、身体の性と心の性が一致しない人

（トランスジェンダー）の総称で、頭文字をとってＬＧＢＴとも呼ばれてい

ます。こうした人々の性自認（性の自己認識）や性的指向（好きになる性別）

に関する多様性は尊重されるべきですが、少数派であるが故に、職場や学校

等のさまざまな場における偏見や差別の対象となる等の人権侵害が生じてい

ます。 

我が国では、平成 16 年（2004 年）に「性同一性障害者の性別の取扱いの

特例に関する法律」が施行され、一定の条件を満たせば戸籍上の性別の変更

ができるようになりました。また、平成 27 年（2015 年）には、文部科学省

が「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」

を全国の国公私立の小中学校に通知する等、学校教育の場においてもきめ細

かな配慮をすることを求めています。 

人権市民意識調査では、性的マイノリティの人権上の問題として「性同一

性障害、性的指向に対する理解がないこと」、「偏見により差別的な言動を受

けること」など、問題への理解を示す意見が上位を占める一方、「わからない」

と答えた人が４人に１人程度見られます。人権教育や啓発を通じて、性的指

向・性自認に関する知識を持つ人を増やし、適切な理解を広めていくことが

大切です。また、性的マイノリティの人の中には、差別や偏見を恐れて自身の

ことを他者に知られたくないと考える人もいるため、相談・支援の充実につ

いても検討することが必要です。 
 

図表 性的少数者の人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市 

人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）性的マイノリティへの理解の促進 

性的マイノリティへの偏見・差別をなくし、正しい理解の浸透を図るための

啓発を行います。 

 

①性的マイノリティへの正しい理解を促進します 

○性的マイノリティに関する情報提供や学習機会を通じて意識啓発を図ります。 

○性的指向や性自認についての理解を含めた人権教育の促進に努めます。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課／学校教育課／保健センター 

 

（２）多様性を認める生活環境づくり 

多様な生き方をお互いに認め合い、誰もが心豊かに暮らせる生活環境づくり

を目指します。 

 

①性の多様性を認める環境づくりに努めます 

○誰もが安心していきいきと生活し、個性を発揮できるように、性的マイノリテ

ィの様々な不安や困難を少しでも解消するための施策を行います。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 

 

（３）誰もが相談できる体制づくり 

性的マイノリティの人権問題に対応するため、相談窓口の周知などを図ると

ともに、相談・支援体制の充実を図ります。 

 

①性的マイノリティの人権問題への相談・支援体制の周知 

〇性別に関係なく誰もが相談できるよう、相談窓口や制度、支援機関についての

情報提供の充実を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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刑を終えて出所した人への誤った
認識や偏見が存在していること

就職や職場で不利な扱いを受けること

アパートなどへの入居が困難なこと

社会復帰に向けた相談・支援体制の不足

保健医療・福祉サービスを受けるための
情報を手に入れることができない

その他

特にない

わからない

  無回答

42.3

38.3

17.3

36.1

7.0

1.6

6.8

27.3

1.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回調査

n=1,287

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

２－10 刑を終えて出所した人 

 

現状と課題 

刑を終えて出所した人に対しては、再犯の可能性があるのではないかなど

の偏見や差別意識などにより、本人に更生の意欲があっても、就職、就学、住

居の確保、保健医療・福祉サービスの受給等の際において不当な差別を受け

るといった人権問題が発生しています。 

我が国では、刑を終えて出所した人の円滑な社会復帰を促進することを通

じて再犯を防止するため、平成 28 年（2016 年）に「再犯の防止等の推進に

関する法律」（再犯防止推進法）を施行しました。この法律では、「再犯防止推

進計画」の策定に関すること、７月を「再犯防止推進月間」とすることなどが

定められ、国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮

らせる社会の実現をめざすとされています。 

人権市民意識調査では、刑を終えて出所した人の人権問題として「刑を終

えて出所した人への誤った認識や偏見が存在していること」、「就職や職場で

不利な扱いを受けること」、「社会復帰に向けた相談・支援体制の不足」などが

多くみられます。 

本市においても、法律の趣旨を踏まえて、刑を終えて出所した人が孤立す

ることなく、社会の一員として円滑な生活を営むことができるよう、必要な

支援策を充実することが必要です。 

 

図表 刑を終えて出所した人に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」  
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取組の方向 

 
（１）再犯防止対策についての理解の促進 

再犯防止に関する正しい理解を深めるための啓発を行います。 

 

①犯罪や非行をした人に対する市民の理解と関心を深めます 

○社会を明るくする運動強調月間・再犯防止啓発月間（７月）において、保護

司会をはじめとした更生保護団体との協働*により啓発活動を実施します。 

○刑を終えて出所した人の人権や再犯防止に関して、正しい情報を提供し理

解促進に努めます。 

【主な担当課】 

福祉課／生涯学習課／人権交通防犯課 

 

 

（２）犯罪や非行をした人の就労・修学支援 

犯罪や非行をした人に対する周囲の偏見をなくし、安定した就労や修学がで

きるよう支援します。 

 

①犯罪や非行をした人の就労確保の支援に取り組みます 

〇犯罪や非行をした人の社会復帰に向けて、就労確保を支援するため、雇用

する協力雇用主*との連携を図ります。 

【主な担当課】 

福祉課  

 

②非行をした人の修学支援に取り組みます 

○修学支援が必要な非行をした少年に対して、学校と関係機関が連携し、学

校等における再非行の防止の観点も含めた相談・支援の充実を図ります。 

【主な担当課】 

学校教育課 
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（３）保健・福祉サービスの利用促進 

保健・福祉サービスの支援を必要とする犯罪や非行をした人に対して必要な

支援を実施します。 

 

①犯罪や非行をした人が必要とする保健・福祉サービスの提供・支援を行います 

〇犯罪や非行をした人が必要な保健・福祉サービスを受けられるように、関係

機関と協働*し、支援を行います。 

【主な担当課】 

福祉課／介護高齢課 
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２－11 さまざまな人権 

 

現状と課題 

これまでとりあげてきた人権問題以外にも、アイヌの人々、犯罪被害者、婚

外子、ホームレス、北朝鮮当局による拉致問題、災害被災者の人権など、さま

ざまな人権問題が生じています。 

人権市民意識調査では、犯罪被害者に関する人権の問題として、「報道によ

ってプライバシーに関することが公表されたり、取材によって私生活の平穏

が保てなくなること」、「犯罪行為による精神的なショックにより、日常生活

に支障をきたすようになること」、「事件のことについて周囲にうわさ話をさ

れること」などへの関心が高いことが分かります。 

また、ホームレスに関する人権の問題としては、「経済的な自立が困難なこ

と」への関心が最も高く、次いで「通行人など、周囲の人からの嫌がらせや暴

力があること」、「ホームレスに対する誤解や偏見があること」が多くあげら

れています。 

これら以外にも、今後の社会情勢の変化に伴い、新たな人権問題が発生、あ

るいは出現する可能性があります。本行動計画の趣旨に沿って、それぞれの

問題の状況に応じて、問題解決のための施策を検討していく必要があります。 
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犯罪行為による精神的なショックにより、
日常生活に支障をきたすようになること

犯罪行為によって経済的負担を受けること

事件のことについて、
周囲にうわさ話をされること

警察に相談しても
期待どおりの結果が得られないこと

捜査や刑事裁判において
精神的負担を受けること

捜査や刑事裁判手続きに必ずしも
被害者の声が十分反映されるわけではないこと

報道によってプライバシーに関することが公表され

たり、取材によって私生活の平穏が保てなくなること

その他

特にない

わからない

無回答

59.6

34.7

55.6

42.7

34.1

30.8

63.7

1.0

1.6

11.0

1.3

61.8

32.7

50.0

45.0

34.7

35.0

60.8

0.7

1.9

11.2

2.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

ホームレスに対する誤解や偏見があること

通行人など、周囲の人からの
嫌がらせや暴力があること

経済的な自立が困難なこと

アパートなどの住宅への入居を拒否されること

じろじろ見たり、避けたりすること

店舗等への入店や施設利用を拒否されること

その他

特にない

わからない

  無回答

30.2

40.1

52.7

15.3

22.1

11.3

1.8

5.6

17.6

1.6

28.3

26.3

50.5

14.7

19.9

10.4

1.5

8.0

20.6

1.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

今回調査

n=1,287

H29年度調査

n=1,116

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

 

図表 犯罪被害者に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 ホームレスに関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「令和２年度 豊川市人権に関する市民意識調査」 
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取組の方向 

 
（１）個人情報保護に関する意識の向上 

市民の個人情報を適切に保護するため、市職員の意識の向上を図ります。 

 

①市職員の個人情報保護に関する意識の向上を図ります 

○情報セキュリティや個人情報保護に関する研修などにより、市職員の個人

情報保護に関する意識の向上を図ります。 

【主な担当課】 

人事課／情報システム課／行政課／教育委員会庶務課 

 

 

（２）さまざまな人権問題に対する人権意識の高揚 

新たに発生するさまざまな人権問題について市民が理解することができるよ

うに、情報を把握するとともに、啓発等を図ります。 

 

①さまざまな人権問題に対する人権意識を高揚するための教育・啓発を推進します 

○さまざまな人権問題について、市民が理解を深めるために、広報紙やパン

フレットなどによる啓発活動の充実を図ります。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 

 

②新たな人権問題の把握に努め情報提供を充実します 

○新たな人権問題やその対処について、関係機関と連携して情報収集を行い

ます。 

○市民の人権に対する感覚や意識について、調査を行い把握します。 

【主な担当課】 

人権交通防犯課 
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第４章 計画の推進 

１ 計画の推進 
 

１－１ 計画の推進体制 

 

（１）庁内推進体制 

 

本計画を総合的かつ効果的に推進するため、「豊川市人権施策推進本部」

及びその下部の「幹事会」を中心とした全庁的な取組を進めます。行動計

画の実施にあたっては、推進本部の下、関係各課相互の緊密な連絡調整を

図り、総合的かつ効果的な関係施策の推進に努めるとともに、本計画の趣

旨を踏まえたうえで実施します。 

また、国・県をはじめとした関係機関などとの連携に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民、事業者、行政の協力・連携 

 

市民、事業者、行政が協力・連携して一体となって、家庭、地域、職場、

学校などの市民がかかわるあらゆる場において、人権教育・啓発を推進し

ます。 

 

 

庁内の推進体制 

国・県 

関係 

機関 

連携 

豊川市人権施策推進本部 

 

行動計画 

関係各課 

事務局：市民部 

人権交通防犯課 連携 

豊川市人権施策推進本部幹事会 
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１－２ 計画推進のための取組 

（１）相談事業の実施 

 

人権教育・啓発の推進には、市民生活を支援し、市民のニーズの的確な

対応が必要となるため、相談窓口等の情報提供を行うとともに、各種相談

事業における利便性の向上、相談機能や体制の充実化を図り、相談員の資

質向上に努めながら相談事業を実施します。 

 

（２）市民意識調査の実施 

 

市民の人権に対する考え方や意見を把握して、人権教育・啓発に関する

施策を推進していくため、人権教育・啓発に関する市民意識調査を継続的

に実施します。 

 

（３）計画に基づく施策の実施状況の公表と進行管理 

 

計画を推進するため、「豊川市人権施策推進本部」及び「幹事会」にお

いて、適切な進行管理を行います。年度ごとに施策の実施状況の点検や計

画（Check）し、公表を行うともに、定期的（５年をめど）に行う市民意

識調査などを活用しながら、課題や取組内容を見直し改善（Action）を行

い、事業実績報告及び実施計画（Plan）を策定し、実施（Do）へと PDCA

サイクルに基づき計画の充実を図ります。 
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用語解説 

 

 

【あ行】 

えせ同和行為 

（P.65、106） 

いかにも同和問題の解決に努力しているかのように

装って、不当な寄附を募ったり、高額な書籍を売りつ

けたりすること。 

【か行】 

協働 

（P.15、16、36、80、81） 

異なる環境にあるものや、異なる考え方を持ったもの

が共通の目的に対して活動することで、今までにない

ものをつくりあげていくこと。また、市民や企業との

協働とは、市民、企業及び行政がそれぞれの特性を生

かし、共通する目的のため、対等なパートナーである

ことを認識しながら活動すること。 

協力雇用主 

（P.80） 

犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でな

い刑務所出所者等を、その事情を理解した上で雇用

し、改善更生に協力する民間の事業主のこと。 

高齢者相談センター 

（P.48、53） 

高齢者が住み慣れた地域で健やかに安心した生活を

するために、保健師、社会福祉士及び主任ケアマネー

ジャーの３職種が連携しながら、介護予防ケアマネジ

メント業務、総合相談支援事業、権利擁護業務、包括

的・継続的ケアマネジメント業務などの業務を、一体

的に担う中核拠点のこと。（豊川市では、平成 24 年 4

月 1 日から「地域包括支援センター」を「高齢者相談

センター」と呼称） 

コミュニティーソーシャル

ワーカー 

（P.53） 

地域のつながりや人間関係等、支援を必要とする人を

取り巻く環境に配慮し、支援に結びつけるパイプ役と

して、専門的知識を生かして活動する人のこと。 

【さ行】 

ジェンダー 

（P.2、39、128） 

生まれついての生物学的性別に対し、社会通念や慣習

の中にある男性像または女性像のような、社会によっ

て作られた社会的性別のこと。男女ともに、この社会

的性別で縛られ、個性と能力が活かせない状況からの

解放をジェンダー・フリーといい、世界共通のキーワ

ードとなっている。 

事業継続計画 

（P.51） 

自然災害等の緊急事態が発生した場合において、企業

や団体が損害を最小限に抑え、事業の継続や早期復旧

を可能とするために、平常時の活動や緊急時の事業継

続の方法等について取り決めておく計画のこと。 
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持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ） 

（P.2） 

2001 年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）

の後継として 2015 年 9 月に国連で採択された、2030

年までの国際目標をいい、ここでは 17 のゴール（目

標）と 169 のターゲットが掲げられている。 

情報モラル教育 

（P.47） 

「情報社会で適正な活動を行うための基になる考え

方と態度」を身につけさせること。具体的には、他者

への影響を考え、人権、知的財産権など自他の権利を

尊重し情報社会での行動に責任をもつことや、危険回

避など情報を正しく安全に利用できること、コンピュ

ータなどの情報機器の使用による健康とのかかわり

を理解することなどをいう。 

ジョブコーチ 

（P.58） 

障害者が職場に適応でき、定着できるよう、就職の前

後を通じて職場等に出向いて直接支援を行うほか、事

業主等に対しても必要な助言をする職場適応援助者

のこと。 

心理教育相談「ゆずりは」 

（P.25） 

こころの専門家、臨床心理士による「こころの相談室」

のこと。相談対象者は、豊川市内在住の小中学生、保

護者及び市内小中学校に勤務する教師で、市内には、

勤労福祉会館、音羽庁舎、小坂井庁舎にある。 

スクールカウンセラー 

（P.25） 

いじめや不登校などの心の悩みに専門的立場から助

言・援助を行うために小・中・高の学校に配置された、

臨床心理士、精神科医、大学教授などカウンセリング

の専門家のこと。 

成年後見制度 

（P.35、48） 

判断能力の不十分な成年者を保護するため、一定の場

合に、本人の行為能力を制限するとともに、本人のた

めに法律行為を行い、または本人による法律行為を助

ける者を選任する制度のこと。 

セクシュアル・ハラスメント 

（P.9、13、26、30、37、39） 

性的な言動により相手方を不快にさせたり、相手方の

生活環境を害することや、性的な言動に対する相手方

の対応によってその者に不利益を与えること。 

【た行】 

特別支援教育 

（P.44） 

障害児の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支

援するという視点に立ち、一人ひとりの教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難

を改善・克服するため、適切な指導及び必要な支援を

行う教育のこと。 

ドメスティック・バイオレン

ス［ＤＶ］ 

（P.34、37、39） 

配偶者等に対する暴力や心身に有害な影響を及ぼす

言動のこと。 
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【な行】 

ノーマライゼーション 

（P.56、105、127） 

高齢者や障害者などを施設に隔離せず、健常者と一緒

に助け合いながら暮らしていくのが正常な社会のあ

り方であるとする考え方をいう。 

【は行】 

ハートフル相談員 

（P.25） 

いじめや不登校などの問題行動に対して、児童生徒へ

のカウンセリング、教員・保護者への助言などを行う

心理相談員のこと。豊川市教育委員会が任用してい

る。 

バリアフリー 

（P.19） 

英語の「バリア（障壁）」と「フリー（自由な・～か

らのがれる）」を一緒にした言葉で、障壁となるもの

を取り除き生活しやすくなること。 

パワー・ハラスメント 

（P.9、13、26） 

職務上の権限や地位等を背景に、業務や指導などの適

正なレベルを超えて、他の職員の人格や尊厳を傷つけ

るような言動のこと。 

ファミリー・フレンドリー企

業 

（P.40） 

仕事と育児・介護とが両立できるような様々な制度を

持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が選択できる

ような取組を行う企業のこと。 

ヘイトスピーチ 

（P.4、66、67、128） 

特定の国の出身者であることまたはその子孫である

ことのみを理由に、日本社会から追い出そうとしたり

危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の

言動のこと。 

【わ行】 

ワーク・ライフ・バランス 

（P.37、40） 

働く人が仕事とそれ以外の生活を自身が望む調和の

とれた状態にできること。 
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１ 日本国憲法（抄） 
 

昭和 21 年（1946 年）11 月３日公布 

昭和 22 年（1947 年）５月３日施行 

 

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれら

の子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたら

す恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにするこ

とを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも

国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は

国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の

原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切

の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚

するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存

を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上か

ら永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。

われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権

利を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないの

であつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主

権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成すること

を誓ふ。 

 

 

第３章 国民の権利及び義務 

 

第 11 条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障

する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与

へられる。 

第 12 条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、こ

れを保持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、

常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 

第 13 条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国

民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の

尊重を必要とする。 

第 14 条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は

門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 
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３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現に

これを有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

第 19 条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

第 20 条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国か

ら特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

第 21 条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

第 22 条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有す

る。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

第 23 条 学問の自由は、これを保障する。 

第 24 条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを

基本として、相互の協力により、維持されなければならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその

他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定され

なければならない。 

第 25 条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。 

第 26 条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教

育を受ける権利を有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受け

させる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

第 27 条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

第 28 条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを

保障する。 

第 29 条 財産権は、これを侵してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

第 30 条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

第31条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、

又はその他の刑罰を科せられない。 

第 32 条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

第 33 条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が

発し、且つ理由となつてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

第 34 条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へ

られなければ、抑留又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁さ

れず、要求があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷

で示されなければならない。 
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第 35 条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受ける

ことのない権利は、第 33 条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、且つ

捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

第 36 条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる。 

第 37 条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受

ける権利を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費で

自己のために強制的手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。

被告人が自らこれを依頼することができないときは、国でこれを附する。 

第 38 条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若しくは拘禁された後の

自白は、これを証拠とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、又

は刑罰を科せられない。 

第39条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為については、

刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上の責任を問はれ

ない。 

第 40 条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律の定める

ところにより、国にその補償を求めることができる。 

 

第 10 章 最高法規 

 

第 97 条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得

の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国

民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。 
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２ 世界人権宣言 
 

昭和 23 年（1948 年）12 月 10 日 

第３回国際連合総会採択 

前文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認す

ることは、世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信

仰の自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望とし

て宣言されたので、 

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするた

めには、法の支配によって人権保護することが肝要であるので、 

諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに

男女の同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生

活水準の向上とを促進することを決意したので、 

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進

を達成することを誓約したので、 

これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも

重要であるので、 

よって、ここに、国際連合総会は、 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身

の人民の間にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由

との尊重を指導及び教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認

と遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によって確保することに努力するように、す

べての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布す

る。 

 

第１条 

すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等であ

る。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければ

ならない。 

第２条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しく

は社会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別を

も受けることなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治

地域であると、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域

の政治上、管轄上又は国際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。 

第３条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。 
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第４条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかな

る形においても禁止する。 

第５条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けるこ

とはない。 

第６条 

すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有

する。 

第７条 

すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保

護を受ける権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、

また、そのような差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利

を有する。 

第８条 

すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権

限を有する国内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第９条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。 

第 10 条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当って

は、独立の公平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権

利を有する。 

第 11 条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた

公開の裁判において法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を

有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為

のために有罪とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重

い刑罰を課せられない。 

第 12 条 

何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は

名誉及び信用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃

に対して法の保護を受ける権利を有する。 

第 13 条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

第 14 条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を

有する。 

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因

とする訴追の場合には、援用することはできない。 

第 15 条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認され

ることはない。 
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第 16 条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻

し、かつ家庭をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚姻

に関し平等の権利を有する。 

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権

利を有する。 

第 17 条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。 

第 18 条 

すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は

信念を変更する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行

事、礼拝及び儀式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。 

第 19 条 

すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、干渉を受けるこ

となく自己の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とに

かかわりなく、情報及び思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

第 20 条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 

第 21 条 

１ すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する

権利を有する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力を基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ

真正な選挙によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙による

ものでなければならず、また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続

によって行われなければならない。 

第 22 条 

すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び

国際的協力により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由

な発展とに欠くことのできない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する。 

第 23 条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び

失業に対する保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受

ける権利を有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障

する公正かつ有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって

補充を受けることができる。 

４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する

権利を有する。 

第 24 条 

すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をも

つ権利を有する。 
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第 25 条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、自己及び家族の健康及び

福祉に十分な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老

齢その他不可抗力による生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、嫡出であ

ると否とを問わず、同じ社会的保護を受ける。 

第 26 条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段

階においては、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技

術教育及び職業教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、

能力に応じ、すべての者にひとしく開放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなけ

ればならない。教育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛

容及び友好関係を増進し、かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するもので

なければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。 

第 27 条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその

恩恵とにあずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物

質的利益を保護される権利を有する。 

第 28 条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩

序に対する権利を有する。 

第 29 条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会

に対して義務を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当っては、他人の権利及び自由の正

当な承認及び尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般

の福祉の正当な要求を満たすことをもっぱら目的として法律によって定められた制限

にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行

使してはならない。 

第 30 条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる

権利及び自由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行

う権利を認めるものと解釈してはならない。 
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資料編 

３ 人権教育のための国連10年（国連総会決議） 
 

平成６年（1994 年）12 月 23 日 

（公財）人権教育啓発推進センター仮訳 

国際連合総会は、 

国連憲章及び世界人権宣言に込められた基本的かつ普遍的理念に導かれ、 

世界人権宣言第 26 条が述べる「教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由

の尊重の強化を目的としなければならない。」を再確認し、 

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約第 13 条、児童の権利に関する条約第

28 条など、先に述べた条項の目的を反映する、他の人権諸条約の規定を想起し、 

人権委員会が、理論的次元と実際の応用面、両面についての、人権の知識を教育政策に

おける優先事項として確立されねばならないことを勧告した、1993 年３月９日付決議

1993／56 を考慮し、 

人権委員会が国連人権高等弁務官に対し、その特別目的のうちに「人権教育のための

国連 10 年」のための行動計画を含め、事務総長に対しては、国際連合総会第 49 会期に

おいて、経済社会理事会を通じ人権教育のための国連 10 年行動計画を提出を促すよう奨

励した、1994 年３月４日付人権委員会決議 1994／51 を考慮し、 

人権教育は情報の供給以上の関与を行い、また開発のあらゆる段階、及び社会のあら

ゆる階層にある人々が、あらゆる社会において、他者の尊厳の尊重、及びその尊重を保証

するための手段と手法を学ぶための、生涯を通じての総合的なプロセスを構成すべきで

あることを確信し、 

また、人権教育は、子供、先住民、少数者及び障害者など、社会の多様な部分を評価す

る、あらゆる年齢層の女性と男性の尊厳に矛盾しない、開発の概念に貢献することをも、

確信し、 

世界のあらゆる部分において、教育者及び非政府機関、並びに国際連合教育科学文化

機関（ユネスコ）、国際労働機関（ＩＬＯ）、及び国際連合児童基金（ユニセフ）を含む、

政府間機関が行う人権教育の振興の努力を評価し、 

女性、男性、子供はそれぞれ、人間として十分な可能性を実現するため、市民的、文化

的、経済的、政治的、及び社会的人権のすべてについて、知らしめらるべきであることを

確信し、 

人権教育は、女性の人権の振興と保護を通じ、性差別の撤廃、及び機会の平等の保証の

ための、重要な手段を構成すると信頼し、 

国際連合教育科学文化機関が、1993 年３月８日から 11 日まで、モントリオールで開

催した、人権と民主主義のための国際会議が採択した、「人権及び民主主義のための教育

の世界行動計画」、及び「人権教育と民主主義はそれ自身人権であり、人権の実現のため

の必要条件である」とする会議のステートメントを考慮し、 

関連する国際連合教育及び広報プログラムの調整は、人権高等弁務官の責任であるこ

とを想起し、 

国際連合人権高等弁務官の報告書において、弁務官が調和ある地域社会間の関係の奨

励、相互的寛容と理解、及び究極的には平和のために、人権教育が必須であると明言した
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ことに注目し、 

国連エルサルバドル監視団（ＯＮＵＳＡＬ）や、国連カンボジア暫定統治機構（ＵＮＴ

ＡＣ）を含む、国連平和維持活動における人権教育についての経験を意識し、 

1993 年６月 25 日、「世界人権会議」で採択された、「ウィーン宣言及び行動計画」、特

にそのセクション II、第 78 節から 82 節までに注意を払い、 

１．1993 年 12 月 20 日付総会決議に含まれた要望に従って提出された、人権教育に関す

る事務総長報告に、感謝をもって注目する。 

２．1995 年１月１日に始まる「人権教育のための国連 10 年」の 10 年間の期間を宣言す

る。 

３．事務総長報告に盛り込まれた 1995－2005 の、「人権教育のための国連 10 年行動計

画」を歓迎する。併せて、各国政府の「10 年行動計画」の補遺に関するコメントを要

請する。 

４．事務総長には、第３節に掲げた目的のため、各国が示した見解を考慮して、提案を提

出するように要請する。 

５．すべての政府に対し、この行動計画の実施に貢献し、非識字者をなくし、及び人格の

完全な開発を目指した、教育の方向付け、並びに人権と基本的自由の尊重の強化のた

めの、努力を促進するよう、表明する。 

６．政府、及び非政府の教育機関に対し、行動計画のなかで勧告された、人権教育プログ

ラムの、確立と実施へむけた努力、特に人権教育のための、各国計画の取りまとめと実

施を強化するよう、強く求める。 

７．国際連合人権高等弁務官が、「行動計画」実施の調整を行うよう、求める。 

８．国際連合事務局の人権センター及び人権委員会に対し、加盟各国、人権条約監視団

体、その他適切な団体、及び権限をもつ非政府機関と協力して、国際連合人権高等弁務

官が行う、行動計画の調整努力を支援するよう、求める。 

９．事務総長に対し、非政府機関が行う人権教育を特別に支援するため、国際連合事務局

人権センターが管理する、人権教育ボランティア基金の設立を考慮するよう、求める。 

10．特別機関及び国際連合プログラムが、その権限範囲において、行動計画の実施を行

うよう、要請する。 

11．事務総長は、この決議について、国際社会のすべてのメンバー、並びに人権教育に

関与する政府間機関、非政府機関の関心を喚起するよう、求める。 

12．国際機関、地域機関及び各国非政府機関、とりわけ女性、労働、開発と環境並びにそ

の他すべての社会正義集団、人権唱道者、教育者、宗教団体及びメディアに関わる者に

対し、人権に関する公式及び非公式教育への関与の増加と、「人権教育のための国連 10

年」の実施のための、人権センターとの協力を、訴える。 

13．現在ある人権監視団体に対し、加盟各国による、その国際的な義務である人権教育

の振興の実施について、強調するよう、求める。 

14．このことについては、国際連合総会第 50 会期において「人権質問」の標題の下で、

考慮することを、決定する。 
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資料編 

４ 「人権教育のための国連 10 年」に関する

国内行動計画 
 

平成９年（1997 年）７月４日 

人権教育のための国連 10 年推進本部 

平成６年（1994 年）12 月の国連総会において、平成７年（1995 年）から平成 16 年

（2004 年）までの 10 年間を「人権教育のための国連 10 年」とすることが決議された。 

これを受けて、政府は「人権教育のための国連 10 年」に係る施策について、関係行政

機関相互の緊密な連携・協力を確保し、総合的かつ効果的な推進を図るため、平成７年

（1995 年）12 月 15 日、閣議決定により、内閣に人権教育のための国連 10 年推進本部

を設置した。 

推進本部は平成８年（1996 年）３月 18 日、第１回会合を開催し、政府として積極的

な取組を推進していくことを確認した後、国内行動計画の策定作業を進め、平成８年

（1996 年）12 月６日に、「人権教育のための国連 10 年」に関する国内行動計画（中間

まとめ）を公表した。 

その後、推進本部においては、中間まとめに対して各方面から寄せられた意見等に十

分配慮しつつ検討を進め、このたび「人権教育のための国連 10 年」に関する国内行動計

画を取りまとめた。 

人権教育のための国連 10 年推進本部は、この国内行動計画に掲げられた諸施策の着実

な実施等を通じて、人権教育の積極的推進を図り、もって、国際的視野に立って一人一人

の人権が尊重される、真に豊かでゆとりのある人権国家の実現を期するものである。 

 

（注）「人権教育」とは、「知識と技術の伝達及び態度の形成を通じ、人権という普遍的文

化を構築するために行う研修、普及及び広報努力」と「人権教育のための国連 10 年行

動計画」において定義されている。 

 

１．基本的考え方 

（１）冷戦終了後、東西対立の崩壊とともに、世界各地で地域紛争やこれに伴う顕著な人

権侵害、難民発生など、深刻な問題が表面化した。しかし、一方で東西対立の崩壊は、

国際社会全体での議論を可能とする環境を創り出し、人権に取り組む気運が高まった。 

平成５年（1993 年）には、世界人権宣言採択 45 周年を機に、これまでの人権活動

の成果を検証し、現在直面している問題、今後進むべき方向を協議することを目的と

してウィーンにおいて世界人権会議が開催された。この会議は全ての人権が普遍的で

あり、人権が正当な国際的関心事であることを確認し、人権教育の重要性を強調した

点で重要な出来事であった。以後、国連としての人権に対する取組も強化され、平成６

年（1994 年）には人権問題を総合的に調整する役割を担う国連人権高等弁務官が創設

されたほか、第 49 回国連総会（平成６年（1994）年 12 月）では「人権教育のための

国連 10 年」を決定する決議が採択された。また、平成７年（1995 年）９月に北京で

開催された第４回世界女性会議においては、女性の権利は人権であることが明確に謳

われるとともに、人権教育の重要性が指摘された。こうした動きは、人権に対する国際

的関心が結晶化したものである。 
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人権の擁護・促進のためには、そもそも人権とは何かということを各人が理解し、人

権尊重の意識を高めることが重要であり、人権教育は、国際社会が協力して進めるべ

き基本的課題である。 

（２）人権教育の推進に当たっては、このような国際的潮流とともに、平成８年（1996

年）５月 17 日の地域改善対策協議会意見具申に述べられている次のような認識を踏ま

えることが重要である。 

「今世紀、人類は、二度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、平和が如何にかけがえの

ないものであるかを学んだ。しかし、世界の人々の平和への願いにもかかわらず、冷戦

構造の崩壊後も、依然として各地で地域紛争が多発し、多くの犠牲者を出している。紛

争の背景は一概には言えないが、人種、民族間の対立や偏見、そして差別の存在が大き

な原因の一つであると思われる。こうした中で、人類は、『平和のないところに人権は

存在し得ない』、『人権のないところに平和は存在し得ない』という大きな教訓を得た。

今や、人権の尊重が平和の基礎であるということが世界の共通認識になりつつある。

このような意味において、21 世紀は『人権の世紀』と呼ぶことができよう。 

我が国は、国際社会の一員として、国際人権規約をはじめとする人権に関する多くの

条約に加入している。懸案となっていた『あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国

際条約』（人種差別撤廃条約）にも加入した。世界の平和を願う我が国が、世界各国と

の連携・協力の下に、全ての人の人権が尊重され、あらゆる差別の解消を目指す国際社

会の重要な一員として、その役割を積極的に果たしていくことは、『人権の世紀』であ

る 21 世紀に向けた我が国の枢要な責務というべきである。」 

（３）翻って我が国社会を見ると、依然として、様々な人権問題が存在してる。また、近

年、著しく国際化、ボーダーレス化が進展している状況下において、広く国民の間に多

元的文化、多様性を容認する「共生の心」を醸成することが何よりも要請される。この

ため、各種の啓発と相まって、人権に関する教育の一層の充実を図る必要がある。さら

に社会の複雑化、個々人の権利意識の高揚、価値観の多様化等に伴い、従来あまり問題

視されなかった分野においても各人の人権が強く認識されるようになってきたことか

ら、新たな視点に立った人権教育・啓発の必要性も生じてきている。このような我が国

の現状に鑑みると、「人権教育のための国連 10 年」は、全ての人権の不可分性と相互

依存性を認識し、人権尊重の意識の高揚を図り、もって「人権」という普遍的文化の創

造を目指すものであって、その意義は極めて重要である。 

（４）この国内行動計画は、憲法の定める基本的人権の尊重の原則及び世界人権宣言な

どの人権関係国際文書の趣旨に基づき、人権の概念及び価値が広く理解され、我が国

において人権という普遍的文化を構築することを目的に、あらゆる場を通じて訓練・

研修、広報、情報提供努力を積極的に行うことを目標とする。 

また、人権教育を進めるに当たっては、人権にかかわりの深い特定の職業に従事する

者に対する取組を強化するとともに、本 10 年の展開において、女性、子ども、高齢者、

障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、刑を終えて出所した人な

どの重要課題に積極的に取り組むこととする。 

（５）さらに、我が国は人権分野でも国際社会において積極的な役割を果たして行くべ

きであり、特に国連を始めとする人権関係の国際的フォーラムは重要である。そのた

めにも、我が国の国民の生活が深く他国の国民の生活と結びついていることを認識し

つつ、人権教育の推進を通じ、他国・他地域の人権状況についても関心を深め、国内外

の人権意識の高揚を図っていくことが必要である。また、本 10 年の実施に当たっては、

国内的実施措置とともに、国際社会、なかんずくアジア太平洋地域の国々と協力・協調

して人権教育を促進していくとの視点が必要である。 

（６）また、人権の問題は、国民一人一人が人権の意識を高め、他者の価値を尊重する意
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識、態度の涵養が重要である。このためには、政府の果たす役割とともに、地方公共団

体、民間団体等に期待される役割も大きい。 

このため、地方公共団体、民間団体等がそれぞれの分野において、この行動計画の趣

旨に沿った様々な取組を展開することを期待する。政府としては、この計画を実施す

るに当たっては、これらの団体等の取組、意見に配慮する。また、人権教育を広く国民

各層に浸透させるため、様々な機会をとらえて「人権教育のための国連 10 年」の趣旨

等を広める必要がある。 

 

２．あらゆる場を通じた人権教育の推進 

（１）学校教育における人権教育の推進 

学校教育においては、日本国憲法及び教育基本法並びに国際人権規約、児童の権利に

関する条約等の精神にのっとり、人権教育を推進する。その際、依然として様々な人権

問題が存在していることを踏まえ、初等中等教育においては、幼児児童生徒がすべて

の人の人権を尊重する意識を高める教育を一層充実する。また、大学教育においては、

それまでの教育の成果を確実なものとし、人権意識を更に高揚させるよう配慮する。 

特に、以下の諸施策を積極的に推進する。 

① 初等中等教育において、児童生徒の発達段階に即し、各教科、道徳、特別活動等の

特質に応じながら、各学校の教育活動全体を通じて人権尊重の意識を高め、一人一人

を大切にした教育を推進する。なお、幼児期の教育においては、幼児の発達の特性を

踏まえ、人権尊重の精神の芽生えを育むことに努める。 

② 研究指定校等による実践的調査研究や各種資料の作成等により、人権教育に関する

指導内容・方法を充実させる。また、このような趣旨を実現するため、地方公共団体

や学校による、地域や学校の実態に即した取組を一層促進する。さらに、教員等を対

象とする各種研修や情報の提供等により学校における人権教育を支援する。 

③ 各大学における人権に関する教育・啓発活動について、一層の取組に配慮する。 

（２）社会教育における人権教育の推進 

社会教育においても、日本国憲法及び教育基本法の精神にのっとり、人権尊重の意識

を高める教育が推進されてきており、今後とも、人権を現代的学習課題の一つとして

示した生涯学習審議会答申（平成４年（1992 年）７月）等を踏まえ、生涯学習の振興

のための各種の施策を通じて、人権に関する学習を一層推進していく。 

特に、以下の諸施策を積極的に推進する。 

① 公民館を始めとする社会教育施設を拠点とした学級・講座の開設、ボランティア活

動の推進を図るとともに、大学の公開講座の実施等により、人権に関する学習機会を

充実させる。 

② 人権に関する学習活動を総合的に推進するための事業を実施する。 

③ 非識字問題の解消を図る識字教育を充実するとともに、障害者等の学習機会を充実

させる。 

④ 人権に関する学習活動のための指導者養成、資料の作成、学習情報提供・学習相談

体制の整備・充実を図る。 

（３）企業その他一般社会における人権教育等の推進 

企業その他一般社会においても、人権思想の普及・高揚のための人権教育・啓発を推

進しているところであるが、人権尊重の意識のさらなる高揚を図るため、特に以下の

施策を推進する。 

① 人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策について調査研究する。 

② 一般社会における人権教育の手法等に関する調査研究、人権教育に関するプログラ

ムの開発及び人権擁護に関するマニュアル、パンフレット、教材、資料等の作成を行
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い、これによる効果的な啓発活動を推進する。 

③ 世界人権宣言を始めとする国連人権関係文書の趣旨の普及・広報及びマスメディア

の活用を図る。特に世界人権宣言採択 50 周年に当たる平成 10 年（1998 年）には、

記念式典を始めとする各種記念事業を実施する。 

④ 人権擁護委員を始めとする人権教育の指導者の育成及びボランティアの積極的活

用を図る。 

⑤ 人権に関する情報の整備・充実を行い、一般市民が利用しやすい環境を整備する。 

⑥ 人権相談体制の充実により人権思想を普及・高揚させる。 

⑦ 財団法人人権教育啓発推進センターにおける、人権教育及び人権啓発を推進し、支

援するための活動に対して、関係省庁はこれを積極的に支援する。 

⑧ 企業等に対して就職の機会均等を確保するための公正な採用選考システムの確立

が図られるよう指導・啓発を行う。 

（４）特定の職業に従事する者に対する人権教育の推進 

人権教育の推進に当たっては、人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対

して、人権教育に関する取組を強化する必要がある。 

そこで、以下のとおり特定の職業に従事する者に対する研修等における人権教育の

充実に努める。 

① 検察職員 

人権を尊重した検察活動を徹底するため、検察官及び検察事務官に対する各種研

修における人権教育を充実させる。 

② 矯正施設・更生保護関係職員等 

ア 刑務所、拘置所、少年院及び少年鑑別所等の矯正施設における被収容者の人権の

尊重を図る観点から、矯正施設の職員の各種研修における人権教育を充実させ、施

設の監督職員に対する指導を行う。 

イ 保護観察対象者並びに刑務所や少年院等矯正施設に在所中の者及び引受人等関

係者の人権の尊重を図る観点から、保護司研修及び更生保護関係職員に対する各

種研修における人権教育を充実・徹底する。 

③ 入国管理関係職員 

出入国審査、在留資格審査等の対象たる外国人及び入国者収容所等の収容施設に

おける被収容者の人権の尊重を図る観点から、入国審査官、入国警備官等に対する各

種研修における人権教育を充実させる。 

④ 教員・社会教育関係職員 

学校の教員や社会教育主事などの社会教育関係職員については、各種研修、資料 

の作成等を通じ、人権に関する理解・認識を一層向上させる。 

⑤ 医療関係者 

医師・歯科医師・薬剤師・看護婦・理学療法士・作業療法士等医療関係者を育成す

る学校や養成所における人権教育を拡充する。 

⑥ 福祉関係職員 

ア 民生委員・児童委員に対する人権に関する研修を充実させる。 

イ ホームヘルパーや福祉施設職員に対する子ども、高齢者、障害者等の人権に関す

る研修を充実させる。 

ウ 社会福祉施設職員及び介護福祉士等の養成・研修に対し、人権意識の普及・高揚

が図られるようその教育研修の内容を充実させる。 

エ 保母養成施設など児童福祉関係職員養成所における子どもの人権についての教

育を充実させる。  

⑦ 海上保安官 
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法の励行に携わる海上保安官の人権を尊重する知識の涵養を図るため、海上保安

大学校等の教育機関の学生に対する人権教育、海上保安官に対する階層別研修にお

ける人権教育を充実し、質の向上に努める。 

⑧ 労働行政関係職員 

労働基準監督署職員及び公共職業安定所職員については、各種研修の場を通じ、 

人権に関する理解・認識を一層向上させる。 

⑨ 消防職員 

消防大学校において、消防職員に対し、人権教育を実施する。 

⑩ 警察職員 

人権を尊重した警察活動を徹底するため、「警察職員の信条」に基づく職業倫理教

養の推進、適切な市民応接活動の強化を始めとする被疑者、被留置者、被害者その他

関係者の人権への配慮に重点を置いた職場及び各級警察学校における教育訓練を充

実させる。 

⑪ 自衛官 

   防衛大学校・各自衛隊の幹部候補生学校等における各教育課程での人権教育を推

進する。 

⑫ 公務員 

すべての公務員が人権問題を正しく認識し、それぞれの行政において適切な対応

が行えるよう各研修における人権教育を充実させる。 

⑬ マスメディア関係者 

人権問題に関してマスメディアが大きな影響力を有していることに鑑み、マスメ

ディアに従事する関係者において人権教育のための自主的取組が行われることを促

す。 

 

３．重要課題への対応 

人権教育の推進に当たっては、女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの

人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、刑を終えて出所した人等の重要課題に関して、それぞれ

の固有の問題点についてのアプローチとともに、法の下の平等、個人の尊重という普遍

的な視点からのアプローチにも留意する。 

（１）女性 

女性の人権に関しては、昭和５４年（１９７９年）１２月、第３４回国連総会で 

「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」が採

択され、近年の国際会議においてもその重要性が大きく取り上げられている。 

平成５年（1993 年）６月にウィーンで開催された世界人権会議で採択された「ウ

ィーン宣言及び行動計画」において、男女の平等な地位及び女性の人権、特に女性に

対する暴力の根絶が打ち出され、同年 12 月には第 48 回国連総会において、「女性に

対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択された。さらに、国連環境開発会議や国際人

口・開発会議、社会開発サミットでも女性の人権の重要性が強調された。 

平成７年（1995 年）９月に北京で開催された第４回世界女性会議で採択された「北

京宣言」において「女性の権利は人権である」と謳われ、「行動綱領」では、「女性と

健康」、「女性に対する暴力」、「女性の人権」、「女性とメディア」、「女児」等 12 の重

大問題領域が設定され、具体的な行動が提案された。 

国内的には、平成８年（1996 年）７月、男女共同参画審議会から「男女共同参画

ビジョン－21 世紀の新たな価値の創造－」が答申され、同年 12 月には、男女共同参

画推進本部において、「男女共同参画 2000 年プラン－男女共同参画社会の形成の促

進に関する平成 12 年（西暦 2000 年）度までの国内行動計画－」が策定された。 
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これらの動向及び「男女共同参画 2000 年プラン」を踏まえ、以下の取組を進める。 

① 男女共同参画推進本部を中心に、男女共同参画社会の形成に向けて政府一体となっ

た取組の一層の推進を図る。 

② 政策・方針決定過程への女性の参画を拡大するため、政府が率先垂範して取組を進

めるとともに、企業、各種団体等に対し協力要請を行い、社会的気運の醸成を図る。 

③ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革を図るため、人

権週間、婦人週間等多様な機会、多様な媒体を通じ、国民的広がりを持った啓発・広

報活動を展開する。また、女性の権利に関連の深い国内法令や、女子差別撤廃条約、

第４回世界女性会議「行動綱領」等の国際文書の内容の周知に努める。 

④ 雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等のため、啓発等を行うとともに、働

くことを中心に女性の社会参加を積極的に支援するための事業やその拠点施設の整

備を実施する。 

⑤ 農山漁村の女性が農林漁業・農山漁村の発展に対し、男性とともに積極的に参画で

きる社会を実現するため、農林漁業や農山漁村社会でのパートナーである男性を含

めた家庭及び地域社会において農山漁村の女性の地位向上・方針決定への参画促進

のための啓発等を実施する。 

⑥ 性犯罪、売買春、家庭内暴力等女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けて、厳正な

取締りはもとより、被害女性の人権を守る観点から、事情聴取等を被害者の希望に応

じた性別の警察官が行えるようにするなど、必要な体制を整備するとともに、事情聴

取、相談等に携わる職員の教育訓練を充実する。 

⑦ 外国人女性の人権を守る観点から、入国管理等に携わる職員に対する人権教育の充

実を図る。 

⑧ 性の商品化や暴力表現が女性の人権を侵害している現状を改善し、女性の人権を尊

重した表現を行うよう、また、方針決定の場に女性を積極的に登用するよう、メディ

アの自主的取組を促す。 

⑨ 家庭、学校、地域など社会のあらゆる分野における男女平等を推進する教育・学習

を充実させる。また、女性の学習・実践活動を通じた社会参加を促進する。 

⑩ 我が国のイニシアティブにより国連婦人開発基金（UNIFEM）内に設置された「女

性に対する暴力撤廃のための信託基金」に対して協力する。 

⑪ 女性に対する人権侵害の発生を防止するため、人権尊重の意識の普及・高揚を図る

ための啓発活動を充実・強化するとともに、人権相談体制を充実させる。 

（２）子ども 

基本的人権の尊重を基本理念に掲げる日本国憲法及びこれに基づく教育基本法、

児童福祉法等の法令並びに国際人権規約、児童の権利に関する条約等の国際条約の

趣旨に沿って、政府のみならず、地方公共団体、民間団体、学校、家庭等、社会全体

が一体となって相互に連携を図りながら幼児児童生徒の人権の尊重及び保護に向け

た取組を推進する。 

特に、以下の諸施策を積極的に推進する。 

① 学校教育において、幼児児童生徒の人権に十分配慮し、一人一人を大切にした教育

指導や学校運営が行われるよう、児童の権利に関する条約の趣旨・内容を周知する。

また、社会教育においても、同条約の内容・理念が広く理解され、定着されるよう、

公民館等における各種学級・講座等を開設し、学習機会を充実させる。 

② いじめは、児童生徒の人権に関わる重大な問題であり、その解決のための真剣な取

組を一層推進する。また、児童生徒一人一人を大切にした個性を生かす教育、教員に

対する研修の充実、教育相談体制の整備、家庭・学校・地域社会の連携、学校外の

様々な体験活動の促進など各種施策を推進する。 
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③ いじめ問題、虐待の防止など児童の健全育成上重大な問題についての総合的な取組

を推進するとともに、児童の権利に関する啓発活動を推進する。 

④ 犯罪等の被害に遭った少年に対し、カウンセリング等による支援を行うとともに、

少年の福祉を害する犯罪の取締りを推進し、被害少年の救出・保護を図る。 

⑤ 児童買春、児童ポルノ、児童売買といった児童の商業的性的搾取の問題が国際社会

の共通の課題となっており、我が国としても、児童の商業的性的搾取の防止等につい

て、積極的に取り組む。 

⑥ 子どもの人権を守るための「子どもの人権専門委員」制度を充実・強化するととも

に、電話相談を含めた人権相談体制を充実させる。 

⑦ 保育所保育指針における「人権を大切にする心を育てる」ため、この指針を参考と

して児童の心身の発達、家庭や地域の実情に応じた適切な保育を実施する。 

（３）高齢者 

高齢者が安心して自立した生活を送れるよう支援するとともに、高齢者がそれぞ

れの経験と能力を生かし、高齢社会を支える重要な一員として各種の社会的な活動

に積極的に参加できるための条件の整備を図る。 

① 学校教育においては、高齢化社会の進展を踏まえ、主に社会科や道徳、特別活動に

おいて福祉教育を推進する。 

② 高齢者の学習機会の体系的整備並びに高齢者の持つ優れた知識・経験等を生かして

社会参加してもらうための条件整備を促進する。 

③ 高齢者と他の世代との相互理解や連帯感を深めるため、世代間交流の機会を充実さ

せる。 

④ 「敬老の日」の行事を通じ、広く国民が高齢者の福祉について関心と理解を深める。 

⑤ 高齢化が急速に進行している農山漁村において、高齢者が精神的、身体的、経済的、

社会的な面において生涯現役を目指し、安心して住み続けられるよう支援する。 

⑥ 高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験等を活用し、65 歳まで現役として働く

ことができる社会を実現するため、60 歳定年の完全定着、継続雇用の推進、多様な

形態による雇用・就業機会の確保のための啓発活動に取り組む。 

⑦ 虐待その他高齢者に対する人権侵害の発生を防止するため、人権尊重の意識の高揚

を図るための啓発を行い、人権相談体制を充実させる。 

（４）障害者 

障害者のライフステージの全ての段階において全人間的復権を目指すリハビリテ

ーションの理念と、障害者が障害のない人と同等に生活し活動する社会を目指す「ノ

ーマライゼーション*」の理念の下に、特に次のような施策の推進を図る。 

① 障害者の自立と社会参加をより一層推進し、障害者の「完全参加と平等」の目標に

向けて「ノーマライゼーション」の理念を実現するための啓発・広報活動を推進する

（障害者の日及び週間を中心とする啓発・広報活動等）。 

② 障害のある子どもに対する理解と認識を促進するため、小・中学校等や地域におけ

る交流教育の実施及び講習会の開催、小・中学校の教員等のための指導資料の作成・

配布、並びに学校教育関係者及び保護者等に対する啓発事業を推進する。 

③ 精神障害者に対する差別、偏見の是正のため、地域精神保健福祉対策促進事業等に

基づきノーマライゼーション*の理念の普及・啓発活動を推進し、精神障害者の人権

擁護のため、精神保健指定医、精神保健福祉相談員等に対する研修を実施する。 

④ 障害者の社会参加と職業的自立を促進するため、障害者雇用促進月間を推進し、全

国障害者雇用促進大会及び身体障害者技能競技大会を開催するとともに、情報誌の

発行等事業主を始めとする国民全般に対する啓発活動を推進する。 

⑤ 障害者に対する差別や偏見を解消するため、人権尊重の意識の普及・高揚を図るた
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めの啓発活動を充実・強化するとともに、人権相談体制を充実させる。 

（５）同和問題 

同和問題に関する差別意識の解消を図るに当たっては、地域改善対策協議会意見

具申（平成８年（1996 年）５月 17 日）を尊重し、これまでの同和教育や啓発活動の

中で積み上げられてきた成果等を踏まえ、すべての人の基本的人権を尊重していく

ための人権教育、人権啓発として発展的に再構築し、その中で同和問題を人権問題の

重要な柱として捉え、今後とも、この問題に固有の経緯等を十分に認識しつつ、国際

的な潮流とその取組を踏まえて以下の施策を積極的に推進する。 

① 同和問題に関する差別意識の解消に向けた教育及び啓発に関する事業については、

「同和問題の早期解決に向けた今後の方策について（平成８年（1996 年）７月 26 日

閣議決定）」に基づき、 次の人権教育・人権啓発の事業に再構成して推進する。特に

教育に関する事業については、学校、家庭及び地域社会が一体となって進学意欲と学

力の向上を促進する内容をも含むものとして推進する。 

ア 人権問題啓発推進事業 

イ 小規模事業者等啓発事業 

ウ 雇用主に対する指導・啓発事業 

エ 教育総合推進地域事業 

オ 人権教育研究指定校事業 

カ 人権教育総合推進事業 

キ 人権思想の普及高揚事業 

② 隣保館において、地域改善対策協議会意見具申（平成８年（1996 年）５月 17 日）

に基づき、周辺地域を含めた地域社会全体の中で、福祉の向上や人権啓発の住民交流

の拠点となる開かれたコミュニティーセンターとして、総合的な活動を推進する。 

③ 今後の教育及び啓発の中で同和関係者の自立向上という目標を重視するとともに、

えせ同和行為*の排除を徹底する。また、同和問題についての自由な意見交換のでき

る環境づくりを推進する。さらに、教育の中立性を確保する。 

（６）アイヌの人々 

アイヌの人々に対する取組に当たっては、国民一般が、アイヌの人々の民族とし 

ての歴史、文化、伝統及び現状についての理解と認識を深め、その人権を尊重してい

くことが重要であり、その観点から特に以下の施策に取り組む。 

① 平成８年（1996 年）４月の「ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会」報告書の

趣旨を尊重して、「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び

啓発に関する法律」に基づき、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統及びア

イヌ文化（以下「アイヌの伝統等」という。）が置かれている状況等に鑑み、アイヌ

文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する国民に対する知識の普及及び啓発を図る

ための施策を推進する。 

② 学校教育におけるアイヌの人々の人権についての教育は、社会科等において取り上

げられており、今後とも引き続き、基本的人権尊重の観点に立った教育推進のための

教員の研修を充実させる。 

③ 各高等教育機関等におけるアイヌ語やアイヌ文化に関する教育研究について、取組

に配慮する。 

④ 生活館において、アイヌの人々の生活の改善向上・啓発等の活動を推進する。 

⑤ アイヌの人々に対する人権侵害の発生を防止するため、人権尊重の意識の普及・高

揚を図るための啓発活動を充実・強化するとともに、人権相談体制を充実させる。 

（７）外国人 

今日、我が国社会は、諸外国との人的・物的交流の増大に伴い、外国人をめぐって



 

107 

様々な人権問題が生じている。 

そこで、外国人に対する偏見・差別を除去するため、特に以下の施策を推進する。 

① 外国人に対する人権問題の解決を図るため、外国人のための人権相談体制を充実さ

せる。 

② 外国人に対する差別意識解消のための啓発活動を推進する。 

③ 定住外国人に対する嫌がらせや差別事象の発生を根絶するための啓発活動を推進

する。 

（８）ＨＩＶ感染者等 

① ＨＩＶ感染者 

ア 世界エイズデーの開催や、エイズに関するパンフレットの配布、各種の広報活動

等を通じて、エイズ患者やＨＩＶ感染者に対する偏見・差別を除去し、エイズ及び

その感染者への理解を深めるための教育・啓発活動を推進する。 

イ 学校教育においては、発達段階に応じて正しい知識を身に付けさせることにより、

エイズ患者やＨＩＶ感染者に対する偏見や差別をなくすため、エイズ教育を推進

し、教材作成及び教職員の研修を充実させる。 

ウ エイズ患者やＨＩＶ感染者に対する誤解・偏見や差別意識を持つことのないよう、

エイズに関する理解の促進のための学習機会を充実させる。 

エ 職場におけるエイズ患者やＨＩＶ感染者に対する誤解等から生じる差別の除去

等のためのエイズに関する正しい知識を普及する。 

② ハンセン病 

ハンセン病については、平成８年（1996 年）に「らい予防法」が廃止されたとこ

ろであるが、ハンセン病に対する差別や偏見の解消に向けて、ハンセン病資料館の運

営、啓発資料の作成・配布等を通じて、ハンセン病に関する正しい知識の普及を推進

する。 

（９）刑を終えて出所した人 

刑を終えて出所した人に対する偏見・差別を除去し、これらの者の社会復帰に資 

するための啓発活動を実施する。 

（10）その他 

以上のほか、人権に関するその他の課題についても引き続き、偏見・差別を除去 

し、人権が尊重されるための施策を推進する。 

 

４．国際協力の推進 

 我が国は人権教育の分野での国際協力においても積極的な役割を果たしていくべきで

あり、その推進に当たっては、必要に応じ国連人権高等弁務官、国連人権センター等とも

連携していくこととする。 

① 国連総会、国連人権委員会における「人権教育のための国連 10 年」に関する取組

に貢献する。 

② 国連に設けられた「人権分野における諮問サービス及び技術的援助のための自発的

基金」等の人権関係基金に協力し、これらの基金を用いて国連人権センター等が開発

途上国に対して実施する人権教育関連のプロジェクトに寄与する。 

③ 我が国からの開発途上国に対する人権教育関連の協力を引き続き推進する。 

④ 我が国において国際的な人権シンポジウムを開催する。特に人権教育をテーマとす

ること、世界人権宣言採択 50 周年に当たる平成 10 年（1998 年）には同宣言をテー

マとすることを検討する。 

⑤ 本国内行動計画については、国連人権高等弁務官に報告する。 
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５．計画の推進 

（１）この計画を実施するため、政府においては、人権教育のための国連 10 年推進本部

を軸として、行政機関相互の密接な連携を図りつつ、総合的な施策を推進するとと

もに、各省庁の施策の実施に当たっては、本行動計画の趣旨を十分踏まえることと

する。また、「人権教育のための国連 10 年」の趣旨等について様々な機会をとらえ

周知を図る。さらに、本行動計画の施策の積極的な推進等を通じ、人権教育・啓発を

総合的かつ効果的に推進するための体制の在り方について検討する。政府全体の取

組における連絡調整体制の在り方についても併せて検討する。 

（２）本行動計画の実施に当たっては、人権擁護施策推進法に基づき法務省に設置され

た、人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関する

施策の総合的な推進に関する基本的事項等を調査・審議する人権擁護推進審議会に

おける検討結果を反映させる。 

（３）様々な差別意識の解消を図り、すべての人の人権尊重の意識を高めていくために

は、地方公共団体その他の公的機関、民間団体等の果たす役割が大きい。このことに

鑑み、これらの団体等が、それぞれの分野において、本行動計画の趣旨に沿った自主

的な取組を展開することを期待するとともに、本行動計画の実施に当たっては、こ

れらの団体等の取組や意見に配慮する。 

（４）この計画の推進状況について、定期的にフォローアップを行い、その結果を施策の

推進に反映するとともに、この計画自体を必要に応じ見直す。 
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資料編 

５ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
 

平成 12 年（2000 年）法律第 147 号 

平成 12 年（2000 年）12 月６日公布・施行 

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人

種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関

する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人

権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵かん養を目的とする教

育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対す

る国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）を

いう。 

（基本理念） 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域そ

の他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解

を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、

国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

（国の責務） 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を

有する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情

を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実

現に寄与するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策につい

ての報告を提出しなければならない。 

（財政上の措置） 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当

該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の施行

の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について

適用する。 

（見直し） 

第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８

年法律第 120 号）第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済

に関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の

結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 
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資料編 

６ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 
 

平成 25 年（2013 年）法律第 65 号 

平成 25 年（2013 年）６月 26 日公布 

平成 28 年（2016 年）４月１日施行 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）の基本的な理念にのっと

り、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその

尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏ま

え、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業

者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることにより、障害

を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

１ 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により

継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

２ 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる

ような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

３ 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体（地方公営企業法（昭

和 27 年法律第 292 号）第３章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営する企業

を除く。第７号、第 10 条及び附則第４条第１項において同じ。）及び地方独立行政

法人をいう。 

４ 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下

に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成 11 年法律第 89 号）第 49 条第１項及

び第２項に規定する機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が置かれる

機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）第３条第２項に規定する機関（ホの

政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ニ 内閣府設置法第 39 条及び第 55 条並びに宮内庁法（昭和 22 年法律第 70 号）第

16 条第２項の機関並びに内閣府設置法第 40 条及び第 56 条（宮内庁法第 18 条第

１項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 

ホ 国家行政組織法第８条の２の施設等機関及び同法第８条の３の特別の機関で、

政令で定めるもの 
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ヘ 会計検査院 

５ 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に

規定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもって

設立された法人（独立行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、

その設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

６ 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２条第１項

に規定する地方独立行政法人（同法第21条第３号に掲げる業務を行うものを除く。）

をいう。 

７ 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方

独立行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の

解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（国民の責務） 

第４条 国民は、第１条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が

重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなけ

ればならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員

に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

 

第２章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

第６条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本

的な事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な

事項 

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委員

会の意見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、第３項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方

針を公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
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第３章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者で

ない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはなら

ない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過

重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性

別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮をしなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当

な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないとき

は、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障

害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするよ

うに努めなければならない。 

（国等職員対応要領） 

第９条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第７条に規定す

る事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために

必要な要領（以下この条及び附則第３条において「国等職員対応要領」という。）を定

めるものとする。 

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするとき

は、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第 10 条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第７条に規

定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対

応するために必要な要領（以下この条及び附則第４条において「地方公共団体等職員

対応要領」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

ようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要

領の作成に協力しなければならない。 

５ 前３項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。 
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（事業者のための対応指針） 

第 11 条 主務大臣は、基本方針に即して、第８条に規定する事項に関し、事業者が適切

に対応するために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第９条第２項から第４項までの規定は、対応指針について準用する。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第 12 条 主務大臣は、第８条の規定の施行に関し、特に必要があると認めるときは、対

応指針に定める事項について、当該事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若しく

は勧告をすることができる。 

（事業主による措置に関する特例） 

第 13 条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理

由とする差別を解消するための措置については、障害者の雇用の促進等に関する法律

（昭和 35 年法律第 123 号）の定めるところによる。 

 

第４章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第 14 条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由

とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛

争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。 

（啓発活動） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理

解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消

を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第 16 条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外にお

ける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うものとする。 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第 17 条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立

と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第２項におい

て「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害を

理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差

別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される障

害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認

めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第 2 条第２項に規定する特定非

営利活動法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

（協議会の事務等） 

第 18 条 協議会は、前条第１項の目的を達するため、必要な情報を交換するとともに、

障害者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消す

るための取組に関する協議を行うものとする。 
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２ 関係機関及び前条第２項の構成員（次項において「構成機関等」という。）は、前項

の協議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消

するための取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第１項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めると

き、又は構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする

差別を解消するための取組に関し他の構成機関等から要請があった場合において必要

があると認めるときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る事案

に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第 19 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由

なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第 20 条 前３条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議

会が定める。 

 

第５章 雑則 

（主務大臣） 

第 21 条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事業を所管する

大臣又は国家公安委員会とする。 

（地方公共団体が処理する事務） 

第 22 条 第 12 条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところによ

り、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

（権限の委任） 

第 23 条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるところに

より、その所属の職員に委任することができる。 

（政令への委任） 

第 24 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定

める。 

 

第６章 罰則 

第 25 条 第 19 条の規定に違反した者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処

する。 

第 26 条 第 12 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20 万円以下の

過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成 28 年４月１日から施行する。ただし、次条から附則第６条ま

での規定は、公布の日から施行する。 
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（基本方針に関する経過措置） 

第２条 政府は、この法律の施行前においても、第６条の規定の例により、基本方針を定

めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、この法律の施行前において

も、同条の規定の例により、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた基本方針は、この法律の施行の日において第６条の規

定により定められたものとみなす。 

（国等職員対応要領に関する経過措置） 

第３条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、この法律の施行前においても、第９

条の規定の例により、国等職員対応要領を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた国等職員対応要領は、この法律の施行の日において第

９条の規定により定められたものとみなす。 

（地方公共団体等職員対応要領に関する経過措置） 

第４条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、この法律の施行前においても、

第 10 条の規定の例により、地方公共団体等職員対応要領を定め、これを公表すること

ができる。 

２ 前項の規定により定められた地方公共団体等職員対応要領は、この法律の施行の日

において第 10 条の規定により定められたものとみなす。 

（対応指針に関する経過措置） 

第５条 主務大臣は、この法律の施行前においても、第 11 条の規定の例により、対応指

針を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた対応指針は、この法律の施行の日において第 11 条の規

定により定められたものとみなす。 

（政令への委任） 

第６条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討） 

第７条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、第８条第２項に規定

する社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮の在り方その他この法

律の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて

所要の見直しを行うものとする。 
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資料編 

７ 本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組の推進に関する法律 
 

平成 28 年（2016 年）法律第 68 号 

平成 28 年（2016 年）６月３日公布・施行 

前文 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを

煽動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられ

るとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま

看過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいもの

ではない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる

人権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当な

差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であ

ることに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明

らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは、専ら本邦の

域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの

（以下この条において「本邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘

発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知

し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出身であ

ることを理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不当な差

別的言動をいう。 

（基本理念） 

第３条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解

を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施

策を実施するとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講
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ずる責務を有する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努

めるものとする。 

 

第２章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第５条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずると

ともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整

備するものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関す

る紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努めるも

のとする。 

（教育の充実等） 

第６条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実

施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、そ

のために必要な取組を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動等） 

第７条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民

に周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとと

もに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理解

を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必

要な取組を行うよう努めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるものと

する。 
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８ 部落差別の解消の推進に関する法律 
 

平成 28 年（2016 年）法律第 109 号 

平成 28 年（2016 年）12 月 16 日公布・施行 

（目的） 

第１条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って

部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の

享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの

認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関

し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談

体制の充実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別

のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別の

ない社会を実現することを旨として、行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとと

もに、地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情

報の提供、指導及び助言を行う責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な

役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情

に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第４条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差

別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 

第５条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差

別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第６条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力

を得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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９ 豊川市人権施策推進本部設置要綱 
 

（目的） 

第１条 豊川市における人権に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、豊川市

人権施策推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を行う。 

（1）人権教育・啓発に関する行動計画の策定に関すること。 

（2）人権教育・啓発に関する行動計画の推進に関すること。 

（3）その他本部長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員を持って構成し、別表１に掲げる者を

もって充てる。 

（会議） 

第４条 推進本部の会議（以下「会議」という。）は、本部長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、本部員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席本部員の総意をもって決定する。 

（幹事会） 

第５条 推進本部に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げるものを持って構成し、幹事長は市民部人権交通防犯課長を

もって充てる。 

３ 幹事会は、幹事長が招集し、議長となる。 

４ 幹事会には、必要に応じて関係課室長に出席を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 推進本部に関する庶務は、市民部人権交通防犯課において処理する。 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関して必要な事項は、本部長

が定める。 

 

附 則 

  この要綱は、平成 23 年４月 25 日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 23 年５月 19 日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 23 年９月 15 日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 25 年４月１日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 27 年４月１日から実施する。 

附 則 
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  この要綱は、平成 28 年４月１日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 29 年４月１日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 31 年４月１日から実施する。 

   

 

別表１ 

豊川市人権施策推進本部員 

本 部 長 市長 副本部長 副市長 

副本部長 教育長 副本部長 病院事業管理者 

本 部 員 企画部長 本 部 員 防災対策監 

本 部 員 総務部長 本 部 員 財産管理監 

本 部 員 福祉部長 本 部 員 子ども健康部長 

本 部 員 市民部長 本 部 員 産業環境部長 

本 部 員 建設部長 本 部 員 都市整備部長 

本 部 員 上下水道部長 本 部 員 消防長 

本 部 員 市民病院事務局長 本 部 員 教育部長 

本 部 員 議会事務局長  

 

 

別表２ 

豊川市人権施策推進本部幹事会 幹事 

幹事長 市民部 人権交通防犯課長 幹 事 総務部 行政課長 

幹 事 福祉部 福祉課長 幹 事 福祉部 介護高齢課長 

幹 事 子ども健康部 子育て支援課長 幹 事 子ども健康部 保育課長 

幹 事 子ども健康部 保健センター主幹 幹 事 市民部 市民協働国際課長 

幹 事 
市民部 人権交通防犯課主幹 

（小坂井文化センター） 
幹 事 産業環境部 商工観光課長 

幹 事 都市整備部 都市計画課長 幹 事 教育委員会 生涯学習課長 

幹 事 教育委員会 学校教育課長  
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10 人権教育・啓発に関する豊川市行動計画等 

策定審議会設置要綱及び審議会委員名簿 
 

（設置） 

第１条 豊川市における人権に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、人権教

育・啓発に関する豊川市行動計画等の策定に関し、市長の諮問に応じて、当該計画のあ

り方を審議するため、人権教育・啓発に関する豊川市行動計画策定審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 

（委員） 

第２条 審議会の委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 

２ 委員は、市長が委嘱する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、委嘱をした日から令和４年３月 31 日までとする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定めるものとする。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集し、会議の議長を務めるものとする。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところ

による。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の専門的知識を有する者を会議に

出席させ、その意見又は説明を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、市民部人権交通防犯課において行う。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

  この要綱は、平成 23 年４月 25 日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、平成 25 年４月１日から実施する。 

附 則 

  この要綱は、令和３年４月 28 日から実施する。 
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別表 

人権教育・啓発に関する豊川市行動計画等策定審議会委員名簿 

（令和３年度） 

 

  氏名 所 属 団 体 等 備考 

１ 委員 細野 文治 人権擁護委員 会長 

２ 委員 嶋田 いつこ 豊川市小坂井文化センター運営審議会 副会長 

３ 委員 櫻井 義之 豊川市老人クラブ連合会  

４ 委員 鈴木 法政 豊川市子ども・若者支援地域協議会  

５ 委員 橋倉 政文 豊川保護区保護司会  

６ 委員 大髙 博嗣 豊川市障害者（児）団体連絡協議会  

７ 委員 黄木 節子 豊川共生ネットみらい（男女共同参画）  

８ 委員 吉岡 マリエラ （公財）豊川市国際交流協会  

９ 委員 恩田 やす恵 公募委員  
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11 人権関係年表 
 

 

年 国際連合 国 

昭和 20 年 

（1945 年） 

国際連合成立／国際連合憲章調印   

昭和 21 年 

（1946 年） 

  「日本国憲法」公布 

昭和 22 年 

（1947 年） 

  「教育基本法」施行／「日本国憲法」施行

／「労働基準法」施行 

昭和 23 年 

（1948 年） 

「世界人権宣言」採択 「児童福祉法」施行／「優生保護法」施行

／「民法」改正 

昭和 24 年 

（1949 年） 

「人身売買及び他人の売春からの搾取の

禁止に関する条約」採択 

  

昭和 25 年 

（1950 年） 

  「身体障害者福祉法」施行／「生活保護法」

施行 

昭和 26 年 

（1951 年） 

  「児童憲章」制定 

昭和 30 年 

（1955 年） 

  「婦人の参政権に関する条約」批准 

昭和 31 年 

（1956 年） 

  「国際連合」加入 

昭和 33 年 

（1958 年） 

  「人身売買及び他人の売春からの搾取に

関する条約」批准 

昭和 34 年 

（1959 年） 

「児童の権利に関する宣言」採択   

昭和 35 年 

（1960 年） 

  「障害者の雇用の促進等に関する法律」施

行／「同和対策審議会」設置 

昭和 40 年 

（1965 年） 

「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関す

る国際条約（人種差別撤廃条約）」採択 

「同和対策審議会」答申／「保育所保育指

針」制定 

昭和 41 年 

（1966 年） 

「経済的、社会的及び文化的権利に関する

国際規約（社会権規約）」及び「市民的及

び政治的権利に関する国際規約（自由権規

約）」の２つの国際人権規約採択 

  

昭和 42 年 

（1967 年） 

「婦人に対する差別撤廃宣言」採択   
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年 国際連合 国 

昭和 43 年 

（1968 年） 

「国際人権年」   

昭和 44 年 

（1969 年） 

  「同和対策事業特別措置法」施行 

昭和 45 年 

（1970 年） 

  「心身障害者対策基本法」施行 

昭和 50 年 

（1975 年） 

「国際婦人年」（「国際婦人の 10 年」：昭

和 51 年（1976 年）～昭和 60 年（1985

年）） 

  

昭和 53 年 

（1978 年） 

  「同和対策事業特別措置法の一部を改正

する法律」施行 

昭和 54 年 

（1979 年） 

「国際児童年」／「女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別

撤廃条約）」採択 

「経済的、社会的及び文化的権利に関する

国際規約」「市民的及び政治的権利に関す

る国際規約」批准 

昭和 56 年 

（1981 年） 

「国際障害者年」 「障害者の日」設定／「難民の地位に関す

る条約」批准／「今後における同和関係施

策について」（同和対策協議会意見具申） 

昭和 57 年 

（1982 年） 

  「難民の地位に関する議定書」批准／「地

域改善対策特別措置法」施行 

昭和 59 年 

（1984 年） 

  「今後における啓発活動のあり方につい

て」（地域改善対策協議会意見具申） 

昭和 60 年 

（1985 年） 

  「女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約」批准 

昭和 61 年 

（1986 年） 

  「雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増

進に関する法律（男女雇用機会均等法）」

施行 

平成元年 

（1989 年） 

「児童の権利に関する条約（子どもの権利

条約）」採択 

「後天性免疫不全症候群の予防に関する

法律（エイズ予防法）」施行 

平成２年 

（1990 年） 

  「保育所保育指針」改定 

平成５年 

（1993 年） 

  障害者対策推進本部「障害者対策に関する

新長期計画」策定 

平成６年 

（1994 年） 

「人権教育のための国連 10 年」（平成７

年（1995 年）～平成 16 年（2004 年））

決議 

「児童の権利に関する条約（子どもの権利

条約）」批准／「学校における同和教育指

導資料」（文部省）発行／「新ゴールドプ

ラン（高齢者保健福祉計画）」策定 
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年 国際連合 国 愛知県 

平成７年 

（1995 年） 

  「ＩＬＯ第 156 号条約」、「あらゆ

る形態の人種差別の撤廃に関する国

際条約」批准／「高齢社会対策基本

法」施行／障害者対策推進本部「障

害者プラン（ノーマライゼーション*

７ヶ年戦略）」策定 

「あらゆる差別の撤廃

に関する請願」採択 

平成８年 

（1996 年） 

  「地域改善対策協議会意見具申」／

「らい予防法の廃止に関する法律」

施行／「同和問題の早期解決に向け

た今後の方策について」（閣議決定）

／男女共同参画推進本部「男女共同

参画 2000 年プラン」策定 

  

平成９年 

（1997 年） 

  「人権擁護施策推進法」施行／「人

権教育のための国連 10 年に関する

国内行動計画」とりまとめ 

「人権尊重の愛知県を

目指して」宣言 

平成 10 年 

（1998 年） 

  障害者雇用率（1.8％）の設定（「障

害者の雇用の促進等に関する法律」

一部改正） 

  

平成 11 年 

（1999 年） 

「国際高齢者年」 「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（感染症新

法）」施行／「男女共同参画社会基

本法」施行 

「愛知県人権施策推進

本部」設置 

平成 12 年 

（2000 年） 

  「児童虐待の防止等に関する法律」

施行／「人権教育及び人権啓発の推

進に関する法律」施行／「男女共同

参画基本計画」策定 

「県政モニターアンケ

ート」実施 

平成 13 年 

（2001 年） 

「人種主義、人種差別、

排外主義、不寛容に反対

する動員の国際年」 

  「人権教育・啓発に関

する愛知県行動計画」

策定 

平成 14 年 

（2002 年） 

  「人権教育・啓発に関する基本計画」

閣議決定／「障害者基本計画」策定 

「人権に関する県民意

識調査」実施 

平成 15 年 

（2003 年） 

  「次世代育成支援対策推進法」施行   

平成 16 年 

（2004 年） 

  「性同一性障害者の性別の取扱いの

特定に関する法律」施行 

  

平成 17 年 

（2005 年） 

  「障害者自立支援法」公布／「犯罪

被害者等基本法」施行 

  

平成 18 年 

（2006 年） 

「障害者の権利に関す

る条約」採択 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護

者に対する支援等に関する法律」施

行 
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年 国際連合 国 愛知県 

平成 19 年 

（2007 年） 

「先住民の権利に関す

る国際連合宣言」採択 

  「人権に関する県民意

識調査」実施 

平成 20 年 

（2008 年） 

国連人権理事会「アイヌ

民族との対話」勧告／国

連人権理事会「ハンセン

病差別撤廃決議」採択 

「アイヌ民族は先住民族」国会決議

／「人権教育の指導方法等の在り方

について（第３次とりまとめ）」 

  

平成 21 年 

（2009 年） 

  「ハンセン病問題の解決の促進に関

する法律」施行 

  

平成 23 年 

（2011 年） 

「ジェンダー*平等と女

性のエンパワーメント

のための国連機関」設置

／「人権教育及び研修に

関する国連宣言」採択 

「新たな人権救済機関の設置につい

て（基本方針）」法務省 

  

平成 24 年 

（2012 年） 

    「人権に関する県民意

識調査」実施 

平成 25 年 

（2013 年） 

  「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（障害

者総合支援法）」施行／「いじめ防

止対策推進法」施行 

  

平成 26 年 

（2014 年） 

  「障害者の権利に関する条約」批准 「人権教育・啓発に関

する愛知県行動計画」

改定 

平成 27 年 

（2015 年） 

  「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（女性活躍推進法）」

施行 

  

平成 28 年 

（2016 年） 

  「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（障害者差別解消

法）」施行／「本邦外出身者に対す

る不当な差別的言動の解消に向けた

取組の推進に関する法律（ヘイトス

ピーチ*解消法）」／「部落差別の解

消の推進に関する法律（部落差別解

消推進法）」施行 

  

平成 29 年 

（2017 年） 
    

「人権に関する県民意

識調査」実施 

平成 31 年 

（2019 年） 
    

「人権教育・啓発に関

する愛知県行動計画」

改定 

 

 


